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はじめに 

 

 規範はあらゆる社会に存在する。そして，規範違反をどのように統制するかという問題は

あらゆる社会にとって大きな関心事である（Elias, 1989 青木訳 1996; North, Wallis, & 

Weingast, 2009 杉之原訳 2017）。刑罰はインフォーマルな統制と並んで規範違反を統制する

手段の最たるものであり（Quinney, 1970），国家が成立しているすべての社会に具備されて

いる統制手法である。これは日本においても同様であり，構成要件に該当する行為を行なっ

た場合にどのような刑罰が科されるかは刑法をはじめとする多くの法律において規定され

ている。 

 刑罰法規の運用ならびに制定において一般市民の意識は考慮事項の 1 つである（c.f.,  

Dicey, 1917 清水訳 1972）。たとえば，一般市民の意識は現在においても，「社会通念」や「常

識」といった形で刑罰法規の運用に取り入れられている。また，制定に際しても，たとえば

自動車運転処罰法（2014 年）の新設に関する警視庁の公布資料には，同法が「厳罰化を願

う声や市民の関心」の高まりに応えて施行されたものであることが明記されている（警視庁, 

2019）。 

 刑罰法規の制定と一般市民の意識はどのように関わるべきか。一方において刑罰法規は

憲法をはじめとする法規や判例，理論と適合したものである必要がある。そのため，たとえ

ば，特定の行為について適正手続（憲法 31 条）を不要とするような規定などは，いかに市

民がそれを求めようとも認められない。しかし他方で，刑罰法規は一般市民を名宛人とする

ものである以上，一般市民の意識と完全に乖離した刑罰法規は信頼を得ることができず，そ

の実効性が失われかねない（唐沢・松村・奥田, 2018a; 松澤・松原, 2015; Nadler, 2005; Tyler 

1990; Tyler, Boeckmann, Smith & Huo, 1997 大渕・菅原訳 2000）。したがって，刑罰法規は一

般市民の意識に一定程度適合したものである必要もある。このように，刑罰法規の制定に際

しては，憲法をはじめとする他の法規との適合性と一般市民の意識との適合性というしば

しば対立する考慮事項が問題となる。そして，立法や法改正が活発化し（e.g., 川端, 2003），

それらおよび法の運用に対して一般市民が関与する余地が以前と比較して大きくなった近

年においては，このような対立は以前にもまして先鋭化するようになっている。 

「刑罰の心理」を検討する研究は戦後期にも行われていた（西村, 1956a, 1956b, 1992）。し

かし，近年には裁判員制度の導入に象徴されるように市民参加が重要視されるようになっ

ている現状を受け，一般市民が持つ法意識の実証的な研究が幅広く行われるようになり，多
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くの書籍も出版されている（e.g., 唐沢・松村・奥田, 2018b; 松村・村山, 2010; 小俣・島田, 

2011）。しかし次章以下で見るように，そのような研究が古くからなされてきた欧米と比べ，

日本における研究の蓄積はいまだ乏しいのが現状である。 

 以上のことを背景に，本研究では，犯罪者に対してより厳しい刑罰を求める個人的な態度

である厳罰傾向に焦点を当て，市民の法意識の一端を明らかにすることを試みる。 

 

【本論文の構成】 

 本論文は，厳罰傾向の個人差を規定する要因を検討した研究をまとめたものである。第 1

章では，研究の背景として，欧米および日本の制度のレベルでの厳罰的な動向について簡潔

に言及する（第 1 節）。その後，既存の理論的枠組みを紹介した上で，当該の理論的枠組み

およびそれに基づく実証研究の課題を指摘する（第 2 節）。最後に本論文の目的と意義につ

いて述べる（第 3 節）。 

 第 3 章（研究 2）から第 6 章（研究 5）では，このモデルに含まれる変数を個別に取り上

げて厳罰傾向との関連を検討する。それに先立ち第 2 章（研究 1）では，本論文の中心的な

概念である厳罰傾向の定義に関する先行研究を検討し，本論文で用いる厳罰傾向の定義を

導出する（第 1 節）。その後の節では，導出された厳罰傾向の定義に従い，それを測定する

尺度を作成する。 

 第 3 章（研究 2）では，先行研究に基づき，犯罪不安を社会的犯罪不安，個人的犯罪不安，

代理的犯罪不安に分けた上で厳罰傾向との関連を検討し，第 4 章（研究 3）では経済的不安

および排外主義的態度と厳罰傾向の関連を検討する。 

その後の第 5 章（研究 4）では本論文で新たにモデルに含めるアイデンティティの不安定

性を，第 6 章（研究 5）では社会的支配志向性を取り上げて厳罰傾向との関連を検討する。 

第 7 章（研究 6）では，そこまでの研究で得られた知見を要約した上で，仮説モデルを提

示し検証する。 

第 8 章では，モデルの検証によって得られた知見を考察し，その示唆および今後の研究の

方向性について論じる。 

 

【本論文におけるデータ収集に係る倫理的配慮】 

 本論文には，調査法によって行われた 6 つの研究が含まれる。調査の実施に際しては，倫

理的配慮の観点から以下の対応を行なった。具体的には，（a）調査への参加は任意であるこ



5 
 

と，（b）回答を中止・中断したくなった場合にはいつでも中止・中断が可能であること，（c）

調査データは統計的に処理され，個人の回答が問題とされることはないこと，（d）調査デー

タは鍵のかかる場所で保管するなどその保管には最大限の注意が払われるため，開示のお

それはないことを教示した上で回答を行なってもらった。また，ウェブ調査会社を利用した

調査においては，同社の約款に従って項目を作成し，同社の審査を受けた上で調査を実施し

た。 

 

【データ分析】 

 データの分析には，共分散構造分析（確認的因子分析およびパス分析）には R ver. 3.6.3 の

lavaan package ver. 0.6-5（Rosseel, 2012）を用いた。それ以外の分析（記述統計の算出，相関

分析，重回帰分析など）には HAD ver. 16.0（清水, 2016）を用いた。 

 

【各研究の初出】 

 本論文に含まれる研究 5（第 6 章）以外の研究は，既発表の論文で使用したデータを再分

析し，論文の記述に加筆修正を加えたものである。各研究の初出を以下に示す。 

 研究 1（第 2 章）：向井智哉・藤野京子 (2018). 刑事司法に対する態度尺度の作成と信頼

性・妥当性の検討 法と心理, 18, 86-98. 

 研究 2（第 3 章）：向井智哉・松木祐馬 (2020). 厳罰傾向と犯罪者および被害者に対する

感情的反応との関連――犯罪不安，怒り，共感に着目して―― 感情

心理学研究, 27, 95-103. 

 研究 3（第 4 章）：向井智哉・福島由衣・入山茂・相澤育郎 (2019). 厳罰傾向を規定する要

因のモデル化の試み――経済的不安, 犯罪不安, 排外主義的態度に着

目して―― 龍谷大学矯正・保護総合センター研究年報, 9, 69-83. 

 研究 4（第 5 章）：向井智哉・藤野京子 (2020b). 厳罰傾向とアイデンティティの不安定性

の関連に対する排他性の媒介効果 法と心理, 20, 141-149. 

 研究 6（第 7 章）：Mukai, T., Fukushima, Y., Iriyama, S., & Aizawa, I. (2021). Modelling 

determinants of individual punitiveness in a late modern perspective: Dat

a from Japan. Asian Journal of Criminology. Advance online publication.

doi: 10.1007/s11417-020-09338-9.   



6 
 

第 1 章 研究の背景と目的 

 

本論文の主題である厳罰傾向とは，犯罪者に対してより厳しい刑罰を求める態度である。

この厳罰傾向は punitiveness（あるいは punitivity，Punitivität）の訳語であるが，次章で詳し

く述べるように，punitiveness の用語は，制度のレベルにおいて厳罰的な立法や法改正がな

されることを指すものとして用いられることもある（e.g., Green, 2009; Hamilton, 2014; 

Reuband, 2015）。しかし，同じく次章で詳しく論じる理由から，本研究においては，より厳

しい刑罰を求める個人的な態度を厳罰傾向，制度のレベルにおける厳罰的な変動を厳罰化

と呼んで区別した上で，前者の個人的な態度に焦点を当てる。 

このような厳罰傾向に関しては，主に 1970 年代以降の欧米において厳罰化が発生したこ

とに伴い，属性変数（性別，年齢，収入など）や，犯罪不安などとの関連を検討する研究が

多くなされてきた。しかし，これらの研究では，属性変数や犯罪不安などの限られた変数の

みが独立変数として検討されることが多かった。この点で変数の広がりという意味では限

定的であり，独立変数間の関連を明らかにし厳罰傾向の規定要因をモデル化しようという

試みもほとんどなされてこなかった。しかし，近年には，以下で詳しく見るように，後期近

代論と呼ばれる理論的枠組みを参照し，厳罰傾向の規定要因をモデル化しようとする研究

が登場している。 

以上のことを背景に，本章ではまず厳罰傾向が学術的・社会的に着目されるようになった

背景として 1970 年代以降の欧米や 1990 年代以降の日本において発生した厳罰化の状況に

ついて概観する（第 1 節）。第 2 節では，厳罰傾向の個人差を説明しようとするモデルの中

でも特に広く支持を集めている Tyler & Weber（1982）の枠組みについて検討した上で，そ

の問題点を指摘する。その上で，その問題点を一定程度カバーし得ると思われるモデルとし

て Hirtenlehner, Groß, & Meinert（2016）のモデルを，その理論的背景である後期近代論につ

いて記述した上で紹介する。第 3 節では，本論文全体の目的を述べ，次章以下で触れられる

個別の研究がその目的にとってどのような位置を占めるのかを記述する。 

 

第 1 節 西欧諸国および日本における厳罰化 

第 1 項 西欧諸国における厳罰化 

1．厳罰化に至るまで 

 現在の刑罰において目立った地位を占める自由刑（懲役刑）が，そのような地位を占め
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るようになったのはそれほど昔のことではない（Foucault, 1975 田村訳 1977）。なぜなら，

人の自由を剥奪することが刑罰となりうるという考え方が成り立つためには，人が行なっ

た犯罪の重大さが時間に変換可能であるという資本主義的な考え方が存在すること（c.f., 

Melossi & Pavarini, 1977 竹谷訳 1990; Rusche & Kirchheimer, 1939 木原訳 1949），ならびに

自由が刑罰によって奪われるべき価値あるものであるという啓蒙主義的な考え方（c.f., 

Beccaria 1984 小谷訳 2011）が成立していることが前提となるからである（Langbein, 1976）。

自由刑が一般化する以前においては，犯罪は地域ごとに大きな差を示しつつも全体として

は，死刑や流刑，身体刑などによって罰せられていた（阿部, 1978; 重松, 2001）。 

 16 世紀後半のイギリス，オランダ，ベルギーなどで懲治場やワークハウスが相次いで建

造されて以来（Johnston, 2000 丸山・小林訳 2002），刑務所は刑罰執行の中心的な場を占め

ることになったが，その機能には変遷が見られる。すなわち，刑務所の誕生当時においては，

刑務所は犯罪者を単に閉じ込めておく場所，つまり無力化のための施設として機能してい

た（Deyon, 1975 福井訳 1982; Langbein, 1976）。しかしその後，人道主義的な理念や科学主

義が広まり監獄改良運動が成功を収めたことによって，刑務所は主として改善更生の場と

して捉えられることになった（Garland, 2018; 重松, 2005）。犯罪者の改善更生あるいはそれ

を通じた社会復帰を強調する立場は「改善更生という理念（rehabilitative ideal）」と呼ばれ

（Allen, 1978, 1981），特に 19 世紀後半以降の西欧諸国に広く普及した。 

同理念が強い説得力を有していた時期には，収監率は比較的低度にとどめられていた。た

とえば，イギリス（イングランドおよびウェールズ）における人口十万人当たりの収監率は，

戦後直後の 1950 年に 47 人，1960 年には 59 人であり（World Prison Brief, n.d.），同時期にお

けるアメリカにおける収監率は，1950 年には 109 人，1960 年には 117 人であった（University 

of Albany, n.d.）。 

また「性犯罪をおかす犯罪性向を有する人」を罰する「性的サイコパス法（sexual 

psychopaths law）がアメリカのいくつかの州で成立したように（Quinney, 1970; Sutherland, 

1950a, 1950b），厳罰的な立法が存在しなかったわけではないが，その後に続く時期と比べれ

ば，立法も活発なものではなかった。 

以上のように，19 世紀後半から 20 世紀の後半に至るまでの時期には，改善更生という理

念を前提としつつ，収監率および厳罰的な立法は低度にとどめられていたのである（Garland, 

1990 向井訳 2016, 2001, 2018）。 
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2．厳罰化の発生 

しかし，1970 年代以降，欧米諸国の刑事司法は大きな変化にさらされることになる。こ

の変化は主として犯罪者に対する厳罰化や潜在的な犯罪者に対する犯罪化を志向したもの

であり，これらの変化は「厳罰への転換（punitive turn）」（Hamilton, 2014; Hutton, 2005; Loader, 

2006; Young, 2003）と総称される。 

この転換の 1 つの現われは，同時期における収監率の急増である。この急増が特に顕著で

あったのは上で例として挙げたイギリスとアメリカにおいてである。イギリス（イングラン

ドおよびウェールズ）の人口十万人当たりの収監率は，1970 年には 80 人と上昇しはじめ，

1980 年には 87 人，1990 年には 90 人，2000 年には 124 人，2010 年には 153 人と右肩上が

りで上昇を続けた（World Prison Brief, n.d.）。また，収監率の増加はアメリカにおいてさらに

顕著であり，1970 年の収監率こそ 96 人と以前とほぼ横ばいであったものの，1980 年には

139 人と上昇しはじめ，1990 年には 297 人，2000 年には 469 人，2010 年には 731 人にまで

達した1。 

また，立法においても，厳罰的な立法あるいは立法にまでは至らないもののそれを検討す

る事例が増えていく。たとえば，イギリスにおいては，1992 年に発生した 2 人の少年が 2

歳の子どもを殺害した事件（ジェームズ・バルガー事件）を契機として，少年法の改正が大

きな議論を呼んだ（Green, 2008; Hay, 1995）。他方のアメリカにおいても，性犯罪の前科を持

つ男が善時制によって施設から釈放されている間に女児を誘拐し殺害する事件が 1994 年に

発生した。この事件を契機として，性的犯罪者の居住情報を地域住民に一定の条件の下で公

開することを認めるミーガン法が各州で成立した（平山, 2000）。また，カリフォルニア州を

はじめとする多くの州では三振法2（あるいはそれに類似した法律）が同時期に相次いで制

定された（Zimring, Hawkins, & Kamin, 2001）。 

 

第 2 項 日本における厳罰化 

1．厳罰化に至るまで 

開国以前の日本においては，刑罰は人足寄場などのごく一部の例外を除けば，「磔獄門」

を筆頭とした現在から見れば「残虐」とされるような刑罰が主流を占めていた（平松, 1960; 

 
1 2000年までのデータはUniversity of Albany（n.d.），2010年のデータはGlaze & Kaeble（2014）

に基づく。 

2 軽犯罪を複数回行なった場合に刑を大幅に加重する法律を指す。 
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石井, 1964a, 1964b）。たとえば，1742（寛保 2）年に徳川吉宗によって制定された「公事方御

定書」では，「盗み」の場合には、贓物の額が十両以上で死罪，それ未満の額の場合には入

墨重敲が科されていた（平松, 1988）。 

しかし，開国後の日本からはそのような残虐な刑罰は姿を消す。その背景にあったのは，

まず諸列強に対する日本という国の自己呈示の問題である（Botsman, 2005 小林訳 2009）。

開国によって日本を訪れる外国人が増えるにつれ，日本の刑罰の状況が外国でも知られる

ようになった。その結果，日本で行われていた刑罰を「残虐」なものとして捉え，それを日

本の後進性の現われとする意見が目立つようになった。この事態を重く見た明治政府は，列

強と対等な関係を築くため，行刑改革に乗り出し，その結果として，より「人道的」な処遇

が主流を占めるようになった。 

また，20 世紀初頭にはいわゆる「新派」の法学思想が導入され，これも行刑改革を進め

る原動力となった。新派とは，犯罪の原因を犯罪者自身に求め応報を重視する「旧派」の思

想と異なり，犯罪の原因を社会に求めると同時に，犯罪を生み出す社会的な原因の除去なら

びに犯罪者の改善更生を基本的な目的とする思想である。このような思想が牧野英一をは

じめとする法学者によって導入されたことにより，犯罪者を罰するだけでなく改善更生さ

せていこうとする理念が支持を集めることとなった3。 

さらに，戦後においては，戦中に国家刑罰権の濫用がなされたことへの反省から，「刑法

の謙抑性」を重視した議論が支持を集めることになる。刑法の謙抑性とは，刑罰の行使は必

要な最小限度に留めなければならないという思想である（Cavadino, Dignan, Mair, & Bennett, 

2020; 平野, 1966; 大谷, 2009）。このような思想の下，刑罰権の行使は戦後の日本においては

その後の状況と比べれば比較的少ない限度に抑えられていた。具体的には，戦後の混乱期で

あった 1950 年においてこそ人口 10 万人当たりの収監率は 115 人と 100 人を超えていたが，

60 年には 77 人，70 年には 46 人，80 年には 43 人，90 年には 38 人と 1990 年代前半に至る

まで一貫して低下を続けた（法務総合研究所, 2020）4。さらに，国家刑罰権の最も露骨な発

露である死刑の執行も収監率とほぼ同様のトレンドを辿った。1950 年の執行数は 62 件，60

 
3 ただしこのような思想は戦前戦中期においては，政治犯に対する刑罰を正当化する根拠と

して機能したことが指摘されている（中澤, 2012; 荻野, 2000, 2017; 内田, 2017）。 

4 この時期の日本の司法は「日本型の再統合型司法」として，必ずしも全面的に肯定的にで

はないにせよ，欧米でも活発に紹介されていた（e.g., Braithwaite, 1989）。 
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年には 12 件，70 年には 9 件，80 年には 9 件，90 年には 2 件とほぼ一貫して減少を続けた

（団藤, 1991）。 

また，立法動向においても，戦後の刑事法においては，基本法典である刑法を改正するの

ではなく判例法理によって多くの問題は処理されており，刑事立法・改正が行なわれること

は相対的に少なかった（川端, 2004; 田宮, 1998）5。 

 

2. 厳罰化の発生 

以上のように，戦後の日本においては改善更生という理念を基本としつつ，収監率や厳罰

的な立法の数は比較的少ない程度に留められていた。しかし、欧米諸国に約 20年遅れた1990

年代後半以降，このような状況には変化が生じる（小田中, 2001; 佐藤, 2015）。まず上述の

ように 1990 年までは安定して低下し続けていた収監率は，91 年，92 年，93 年に人口 10 万

人当たり 36 人で底を打った後，95 年には 39 人，2000 年には 48 人と上昇を続け，05 年に

は 62 人と 1990 年代初頭の倍近くに達する6。 

同じく，1949 年には「瀕死の刑罰」（木村, 2010, p. 36），64 年には「消えゆく最後の野蛮」

（正木, 1964）と評されていた死刑も消滅するどころか活発に科されるようになる。91 年と

92 年には死刑執行は 1 件もなかったが，93 年には 7 件，95 年には 6 件，2000 年には 3 件

と毎年 5 件前後で推移した。2000 年代前半には 1～2 件と再び減少したが，06 年には 4 件，

07 年には 9 件，08 年には 15 件と増加した（日本弁護士連合会, 2010）。その後は 10 年代に

 
5 とはいえ，この時期までに刑法改正がまったくなかったわけではない。たとえば，昭和電

工事件をきっかけとする斡旋収賄罪，戦災地の不法占拠に対処するための不動産侵奪罪や

「由展ちゃん事件」を契機として新設された身代金目的の誘拐罪，コンピュータの日常的普

及に対応するための電子計算機や電磁的記録に関する犯罪などがある。また，交通事故の激

増に対処するため業務上過失致死傷罪の刑が引き上げられ，貨幣価値の変動に対応するた

めに財産刑の金額が引き上げられ，刑の執行猶予が拡充された。さらに，昭和 27（1952）年

には，「血のメーデー事件」をきっかけとして「暴力主義的破壊活動を行った団体」を規制

するために，破壊活動防止法が公布施行されている（浅古, 2010）。 

6 その後，2006 年に 64 人でピークに達した後には，「過剰収容」の問題が指摘されるように

なるにつれて減少し，2010 年には 57 人，2013 年には 49 人，2016 年には 44 人，2019 年に

は 38 人と 1990 年代前半の数値に落ち着きつつある（法務総合研究所, 2020）。 
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入ると 0 件の年（2011 年）がある一方で 15 件の年（2018 年）があるなど死刑の執行数は大

きく揺れ動いている（CrimeInfo, n.d.）。 

一方の立法・改正の動向において厳罰化の動きはさらに顕著である。上述のように戦後の

日本において刑事立法は活発ではなかったが，1990 年代後半以降には「『立法』の時代」（川

端, 2003）が訪れる。1997 年に発生した神戸連続児童殺傷事件への反応として 2000 年には

少年法が改正され，逆送年齢が引き下げられると同時に，逆送が原則とされるようになった

7。また，同年には，「ストーカー行為等の規制等に関する法律」（ストーカー規制法）8が新

設された。この改正を皮切りに，2001 年には刑法の改正により支払用カード電磁的記録に

関する罪や危険運転致死傷罪9が新設され，2004 年には有期刑の法定刑・処断刑の上限が引

き上げられた（松原, 2007; 松原, 2012）。その後も 2005 年の刑法改正による人身売買罪の新

設，2007 年と 2008 年の少年法のさらなる改正，2010 年の刑法および刑事訴訟法の改正に

よる公訴時効および刑の時効の改正，2017 年の刑法改正による強姦罪の強制性交等罪への

変更および刑の上限の引き上げ，同年の「組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関す

る法律」の改正によるテロ等準備罪の新設10など枚挙に暇がない。 

 

第 2 節 先行研究の検討 

以上のように，収監率が上昇し，厳罰的な立法や法改正が目立つようになったのが 20 世

紀後半から 21 世紀初頭にかけての欧米および日本の状況である。このような厳罰化は，そ

れまでの犯罪学の理論からは説明しにくいものであった。というのも，かつて Montesquieu

（1976 野田・稲本・上原・田中・三辺・横田訳 1989）が示唆したように，厳罰的な刑罰の

使用は専制的な国家において見られる現象であり，近代化が進み「人道的」になったはずの

国家（c.f., Elias, 1969a 赤井・中村・吉田訳 1977, 1969b 波田・溝辺・波田・藤平訳 1978）

においては発生しにくいものであると考えられていたからである（Pratt, 2002, 2005）。その

ため，これらの国で発生した厳罰化を説明することは「犯罪学の新たな難問（new problematic 

 
7 この改正の概要および批判・議論には団藤・村井・斉藤（1999, 2000）や前野・新倉・山

田（2000），佐藤・山本（2007）などを参照。 

8 ストーカー規制法の概要と立法の経緯については橋本（2003）を参照。 

9 この罪の概要・立法の経緯・批判については交通法科学研究会（2005）を参照。 

10 この罪の概要・立法の経緯・批判については高山（2017）を参照。 
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of criminology）」（Young, 2003, p. 99）とされ，厳罰化を促進した要因についての多くの研究

を生み出すことになった。 

初期の研究においては，厳罰化の発生原因を同時期に上昇した犯罪率に帰する研究が存

在したが，現在においては，「厳罰への転換」の発生原因を犯罪率の上昇のみに求める議論

はほとんど支持を集めていない（e.g., Cunneen et al., 2016）。そのような議論が支持を失った

理由は，犯罪率が上昇している国の中には収監率が上昇していない国も存在すること，なら

びに犯罪率が高まったとしてもかつて支持されていた「改善更生という理念」（Allen, 1981）

が存在していていたとすれば，そのような犯罪率の上昇はむしろさらなる改善更生の必要

性を示唆するものとして解釈されていたはずであり，「厳罰への転換」を生じさせた説明と

しては不十分であることなどである（Garland, 1990 向井訳 2016）。 

このような文脈の中で，多くの研究によって検討されてきたのは，個人が有する厳罰傾向

である。多くの研究者が厳罰傾向は政策を直接的に決定するわけではないにせよ，間接的に

政策決定に影響を及ぼすことを論じてきた（e.g., Indermaur & Hough, 2002; Lappi-Seppälä, 

2012）。これを受け，実証研究においては，厳罰傾向について多くの研究が行われてきた。

しかし，研究が蓄積されていく中で，厳罰傾向には個人差があること（e.g., Roberts, Stalans, 

Indermaur, & Hough, 2003），ならびにその個人差を説明する変数を整理する枠組みが不十分

であることが繰り返し指摘されるようになっている（e.g., Adriaenssen & Aertsen, 2015）。そ

の中でも，比較的早い段階で提示され，現在に至るまでしばしば参照されてきた枠組みとし

て（Gerber & Jackson, 2016; Hirtenlehner, 2010; Kelly, 2014; King & Maruna, 2009），Tyler & Weber

（1982）がある。 

そこで本節では，Tyler & Weber（1982）を検討し，その問題点を指摘する（第 1 項）。そ

の後，その問題点を補い得る研究として Hirtenlehner et al.（2016）のモデルを紹介するとと

もに，その理論的な背景とされている後期近代論について記述した上で，Hirtenlehner et al.

（2016）の意義および問題点について検討する（第 2 項）。 

 

第 1 項 Tyler & Weber（1982）の理論的枠組みとその課題 

1．理論的枠組みの概要 

この枠組みの特徴は，厳罰傾向と関連する変数を道具的（instrumental）な変数と象徴的

（symbolic）な変数に整理した上で，道具的な変数よりも象徴的な変数が厳罰傾向とより強
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い関連を示すと論じている点にある11。ここで道具的な変数とは，犯罪を減少させるという

関心と関わる変数を指し，象徴的な変数とは，そのような犯罪減少という関心を越えた政治

的・社会的態度に関わる変数を指す。Tyler & Weber（1982）で検討されている具体的な変数

は，①過去の被害経験，②被害経験の伝聞，③犯罪不安，④犯罪への憂慮（concern），⑤犯

罪率の認知，⑥リベラリズム，⑦権威主義である。これらの変数のうち，たとえば犯罪不安

が高い人ほど厳罰傾向が高いということが示されれば，犯罪不安を解消するために（すなわ

ち犯罪を減少させるために）厳罰が求められているということが推認されるため，犯罪不安

は道具的な変数とされている。また，犯罪不安と関連する①から⑤の変数も道具的な変数と

されている。それに対して，⑥リベラリズムと⑦権威主義はそのような犯罪減少という関心

に限定されない政治的・社会的態度であるため，象徴的な変数とされている。 

Tyler & Weber（1982）はこのような観点から変数を整理した上で重回帰分析を行い，道具

的な変数は厳罰傾向とほとんど関連を示さないのに対し，象徴的な変数の 1 つである権威

主義は一貫して厳罰傾向と強い関連を示すことを見出している。そしてこの結果から，道具

的な変数ではなく象徴的な変数が厳罰傾向を規定する上で重要であることを主張している。 

この結果と一致する結果はその後の研究でも繰り返し見出されている。たとえば，三振法

について行われた Tyler & Boeckmann（1997）では，「社会的紐帯」と「危険性」と三振法へ

の支持の関連が検討されている。この研究で「社会的紐帯」とは，「社会的な絆と道徳的紐

帯の強さ」についての認知であり，「危険性」とは，「社会の中で生活することによる危険性」，

単純化して言えば犯罪不安を指す。Tyler & Weber（1982）の枠組みとの関係では、社会的紐

帯が象徴的な変数に対応し，危険性が道具的な変数に対応する。そして，分析の結果，三振

法への支持は，危険性よりも社会的紐帯によってより強く規定されることを示している。 

また，より近年に行われた研究としては，King & Maruna（2009）がある。この研究では，

 
11 その後の研究（Tyler & Boeckmann, 1997）では，「象徴的」の語の代わりに「関係的（re-

lational）」の語が用いられている。また，King & Maruna（2009）は「表出的（expressive）」

の語の方が「象徴的」や「関係的」よりも直感的に理解しやすいためその語を用いるべきで

あるとしている。加えて，松原英世（2017）では，「道具的・抑止的」および「象徴的・関

係的」の語が用いられている。このように用いる語は研究ごとに異なるもののその内容に大

きな差はないと考えられるため，本論文では Tyler & Weber（1982）に従い，「道具的」およ

び「抑止的」の語に統一する。 
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道具的な変数として被害経験と犯罪への憂慮12が，象徴的な変数として集合的効力感，信頼，

個人の経済的満足感，経済一般に対する不安，世代間不安が取り上げられている。世代間不

安とは，「今日の青年の振る舞いは過去よりも悪い」と「若い人々は何に対しても尊敬を持

っていないように思える」という項目から構成される変数である。重回帰分析の結果，性別

や年齢，人種などのデモグラフィック変数と道具的な変数のみを投入したモデルでは，犯罪

への憂慮が厳罰傾向と有意な関連を示したものの，象徴的な変数を追加投入したモデルで

は，犯罪への憂慮の関連は有意でなくなり，象徴的な変数である信頼，経済一般に対する不

安，世代間の不安が有意な関連を示した。 

加えて，この枠組みは日本においても検証されている。松原（2009）は，犯罪不安やモラ

ル低下懸念，権威主義，教条主義などの変数を取り上げている。ここでの「モラル低下懸念」

とは，King & Maruna（2009）の世代間の不安および Tyler & Boeckmann（1997）の社会的紐

帯と類似した変数であり，「今日，10 代の少年たちの多くは道徳心を欠いている」や「伝統

的な道徳的価値観が衰えるにつれて，社会はより暴力的で危険になった」などの項目が含ま

れている。松原（2009）は，これらの変数を用いて共分散構造分析を行った結果，モラル低

下懸念，および権威主義と教条主義から構成される社会観が厳罰傾向と関連するのに対し，

犯罪不安はモラル低下懸念に対してのみ関連し，厳罰傾向とは直接的な関連を示さなかっ

たことを報告している。また，その後行われた調査（松原英世, 2017）でも類似した結果が

報告されている。 

 

2．同枠組みの課題 

Tyler & Weber（1982）の枠組みの課題として，以下の点が挙げられる。すなわち，この枠

組みに基づく研究では，「道具的な変数ではなく象徴的な変数が厳罰傾向と関連する」とい

った形で，道具的な変数と象徴的な変数が二者択一的な関係に立つことを想定しているよ

うな記述が見受けられる（e.g., 松原英世, 2017）。しかし，第 3 章第 1 節第 1 項で詳しく見

るように，道具的な変数の 1 つである犯罪不安が厳罰傾向と関連することを示す研究は極

めて多数存在している（Costelloe, Chiricos, Buriánek, Gertz, & Maier-Katkin, 2002; Johnson, 

2001; Unnever, Cullen, & Fisher, 2007）。このような研究が存在していることを考えれば，道

具的な変数が厳罰傾向と全く関連しないという議論はあまりにも多くの研究を無視してお

 
12 「犯罪への憂慮」と「犯罪不安」の概念整理については，第 3 章第 1 節を参照。 
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り，妥当ではない。むしろ，厳罰傾向を理解する上で必要なのは，「道具的な変数か，象徴

的な変数か」といった二者択一的な関係を想定することではなく，それらがどのような形で

関わるかをより統合的な見地からモデル化していくことであろう。この点が Tyler & Weber

（1982）の課題として指摘できる。 

 

第 2 項 Hirtenlehner et al.（2016）のモデル 

 そのような課題にアプローチしている研究として Hirtenlehner et al.（2016）がある。以下

本項では，まずこのモデルの理論的背景となっている後期近代論について記述し（1），その

上で Hiretenlehner et al.（2016）のモデルの概要を紹介する（2）。その後，このモデルを検討

することの意義とこのモデルに含まれる課題を論じる（3）。 

 

1．後期近代論 

（1）社会の一般理論としての後期近代化 

後期近代論とは 1970 年代以降に多くの領域において指摘されるようになった様々な社会

的変動を後期近代化という観点から統合的に捉えようとする理論的枠組みである。後期近

代論の代表的な論者である Giddens（1990 松尾・小幡訳 1993）によれば，近代とは「およ

そ 17 世以降のヨーロッパに出現し，その後ほぼ世界中に影響が及んでいった社会生活や社

会組織の様式」である。そしてこの近代には，（1）時間と空間の分離，（2）脱埋め込み，（3）

再帰的秩序化という 3 つの特徴があったとされる。（1）時間と空間の分離とは，時間に拘束

されずに空間的移動が可能になったこと，具体的には交通手段等の発達による機動性の増

大のことを指す。（2）脱埋め込みとは，以前の社会においては生まれ落ちた階層や地位，家

族の拘束力が強く，個人の努力によって望む場所に移動することや職業に就くことは困難

であったのに対し，近代社会においては，個人の努力や研鑽によって自らの望む地位や職業

を得る機会が相対的に増大したことを指す。（3）再帰的秩序化とは，以前の社会においては

すでに成立している制度は極めて大きな要因がなければ変動しなかったのに対し，近代社

会においては成員の働きかけによって再帰的（reflexive）に変動させうる余地が増大したこ

と，すなわち社会制度の流動性が増大したことを指す。以上のように近代社会においては，

人は，物理的にも，社会的にも，制度的にも，より自由になったのである。 

しかし自由であることは他方において自らの責任において人生を設計する必要が生じた

こと，そしてそのことについて不安を抱かざるを得ないようになることを意味する。近代の
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進展が途上にある間においては，このような不安に対する盾となる「存在論的安心

（ontological security）」，すなわち「自己のアイデンティティの連続性にたいして，また，行

為を取り囲む社会的，物質的環境の安定性にたいしていだく確信」（Giddens, 1991, 秋吉・安

藤・筒井訳 2005, pp. 116–117）は，一定程度維持されていた。個人は生まれや身分からかつ

てと比べて自由になったとはいえ，家族や地縁共同体，さらには国家をはじめとするコミュ

ニティは維持されており，それらから存在論的安心を得ることができていたからである。 

ところが，近代が進展し，上の 3 つの特徴がさらに強まっていくにつれて，存在論的安心

は失われていく。つまり，個人のレベルにおいてはかつて個人のアイデンティティの源泉と

なっていた家族や地縁共同体が不安定化し（c.f., Cooper, 1971 塚本・笠原訳 2000; Putnam, 

2000 柴内訳 2006），グローバリゼーションによって国民国家の境界すらもが揺らぐにつれ

て（c.f., Giddens, 1999 佐和訳 2001; Sassen, 1996 伊豫谷訳 1999），個人のアイデンティティ

は当該の個人が所属するコミュニティによって与えられるものではなく，自らの選択によ

って勝ち取らなければならないものとされるようになった（Beccari, 1987 向山・萩原・木

村・奈良訳 1995, 2000 森田訳 2001, 2001 澤井・菅野・鈴木訳 2008, 2005 長谷川訳 2008; 

ベック, 2011; Gergen, 1991）13。また，制度レベルにおいても，セーフティネットとして機能

していた福祉国家が不安定化し（c.f., 圷, 2012; Garland, 2016; 伊藤, 2002, 2007; 埋橋, 2011），

流動性を特徴とする消費社会化が進展するにつれて（c.f., Bauman, 1998 伊藤訳 2008），個

人の経済的状況も不安定になっていった（Young, 1999 青木・伊藤・岸・村澤訳 2007, 2010）

14。 

以上をまとめていえば，後期近代論では，後期近代化が進展した現代社会においては，

人々のアイデンティティや経済的状況に対する不安が強まるようになったことが論じられ

てきた。 

 

 

 
13 実証研究においても Twenge（2000）は 1952 年から 1993 年までに行われた調査を対象に

メタ分析を行い，不安（anxiety）が増大したことを示している。 

14 安定した近代から不安定な後期近代への移行という Giddens（1990 松尾・小幡訳 1993）

の論点は，用いる用語こそ異なるものの，他の論者によっても支持されている（Bauman, 2000 

森田訳 2001; Beck, 1986 東・伊藤訳 1998, 1999 山本訳 2014）。 
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（2）厳罰化と後期近代論 

前項で述べたように，後期近代論は様々な社会変動を近代性の進展という観点から捉え

る一般的な社会理論であるが，この理論は厳罰化を説明するためにも適用されている。その

ような方向性に基づいて議論を展開した代表的な論者である Young（1999 青木他訳 2007）

は，ケインズ主義的な雇用レジームの解体やフォーディズムからポストフォーディズムへ

の移行や社会の市場化という「物質的基盤」に力点を置いているという点で Giddens とは強

調点が多少異なるものの，Giddens と同様に後期近代を「存在論的不安が増大する時代」（p. 

267）と捉えた上で，後期近代論に伴う社会変動と厳罰化を結びつけている。 

Young（1999 青木他訳 2007）によれば，戦後期の先進産業社会は，労働と家族という 2

つの領域を軸として，幅広い層の人々（下層労働者や女性，若者，移民，逸脱者など）に社

会への同調を促し取り込むことを重視する「包摂型社会」であった。しかし，このような社

会は，それを支えていた社会構造（特に経済構造）が流動化するに伴い，「物質的にも存在

論的にも極端に不安定な社会」（p. 77），すなわち労働市場の解体により経済的不安が増大

し，個人主義の拡大によってアイデンティティが不安定化した社会へと移行した。このよう

な「排除型社会」においては，かつての包摂型社会において包摂の対象とされていた集団は

排除すべき対象とみなされるようになる。そのような集団の典型は犯罪者や移民であり，

人々は犯罪者や移民を様々な不安を帰属させる「スケープゴート」とし，それらを社会から

排除することを通じて，個人主義の拡大によって生じた存在論的な不安と経済的不安に対

処しようとする。犯罪者に対する厳罰化について Young（1999 青木他訳 2007）は以下のよ

うに述べている。 

 

存在論的な不安から逃れるため，人々は安定した土台を築こうと躍起になる。そして，

自分の価値観を絶対的道徳としてふたたび振りかざし，ほかの集団を道徳的な価値観が

欠如していると攻撃し，美徳と悪徳を明確に区別し，柔軟な判断を止めて強引に決めつ

け，混じりあい同化するよりも懲罰的排他的な道を選ぶようになる（Young, 1999 青木

他訳 2007, pp. 50–51）。 

 

経済的な不安定と存在論的な不安が結びつくと，それはきわめて発火しやすい化合物

となり，その結果，犯罪に対する懲罰を厳格化する要求が生まれたり，スケープゴート

が作りだされる可能性が高まることになる（Young, 1999 青木他訳 2007, p. 54）。 
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 このように，後期近代論を前提とした Young（1999 青木他訳 2007）の議論においては，

後期近代化に伴うアイデンティティへの不安や経済的な不安によって排外的な態度が強ま

り，そのような態度が犯罪者という「スケープゴート」に向けられたことで厳罰化が発生し

たと説明される。 

類似した主張は Bauman（1998 伊藤訳 2008, 2000 森田訳 2001）によってもなされてい

る。Bauman（2005 長谷川訳 2008）は，用いる用語こそ異なるものの Giddens と同様に，相

対的に安定した「ソリッド」な近代から，不安定性が高まった「リキッド」なポストモダン

への移行が発生したと論じた上で，その主要な特徴を，個人に対してより大きな責任を課し，

そのアイデンティティを不安定にする「個人化」（Bauman, 2000 森田 2001）や「永続性」よ

りも「一時性」に価値を見出す消費社会化に見出している（Bauman, 2005 長谷川訳 2008）。

Bauman（2000 森田 2001, p. 51）の議論によれば，「一時性」がこのように強調されることに

より社会の不安定性は増大するが，他方で個人化によって，個人はそのような不安定性に

（公式な制度やコミュニティによってではなく）自ら対処せざるを得なくなる。しかし，社

会の不安定性という問題は個人の能力のみによって解決することが極めて困難なものであ

るため，個人は問題をより単純化して提示してくれるような「解決法」を求めるようになる。

そのような「解決法」として用いられる方途の 1 つが，問題の原因を帰属させられるような

「スケープゴート」を見出すことであり（Bauman, 2000 森田 2001），犯罪者に対する厳罰化

もそのような力動の 1 つの現われとして捉えられる。この点について Bauman（1998 伊藤

訳 2008, p. 155）は以下のような比喩を用いて説明している。 

 

犯罪集団に擬せられた周辺部は，いわば下水施設の役割を果たす。つまり，それは下

水道であり，その中に，消費社会の誘惑の避けがたい，しかし，有害な悪臭が廃棄され、

その結果，消費主義ゲームの場にとどまろうとする人々は，自分の健康状態を気にする

必要がなくなる。 

 

以上のように Bauman の議論において厳罰化は，個人化や消費社会化に伴って増大した不

安定性や個人の責任に対処するための「スケープゴート」として犯罪者が非難の対象となる

ことによって発生したものとして理解されている。 
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2．Hirtenlehner et al.（2016）のモデルの概要 

以上の後期近代論を前提に，Hirtenlehner et al.（2016）のモデルの概要を記述する。この

研究では，上述の後期近代論を理論的背景としつつ，そこで論じられてきた経済的不安や排

外主義的態度といった変数の個人差に着目し，厳罰傾向の個人差を説明するモデルが提示

されている（Figure 1-1）。 

具体的には，このモデルでは以下のようなことが想定されている。まず，経済的な不安は，

経済面で自分の競合相手となり得る外集団（特に外国人）が自分の利益と競合し脅威となる

という認知を強め，このような脅威・競合認知は経済的不安と並んで権威主義的な態度を強

める。そして，脅威・競合認知と権威主義的態度は，外集団（特に外国人）に対する排外主

義的な態度を強め，このようにして強められた排外主義的態度は，経済的不安と同様に，よ

り具体的な不安である犯罪不安へと投影される。そして，経済的不安，権威主義的態度，犯

罪不安，排外主義は厳罰傾向へと直接効果を及ぼす。 

以上のように，このモデルでは後期近代論で論じられてきた通り，後期近代化によって強

められた経済的不安が，権威主義的態度や脅威・競合認知といった変数を媒介しつつ，「ス

ケープゴート」としての外国人や犯罪者に対する否定的な態度（外国人に対する場合は排外
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主義的態度，犯罪者に対する場合には厳罰傾向）へとつながることが想定されている。しか

し後期近代論とは異なり，社会が全体として排外主義的あるいは厳罰的な方向へ向かって

いるという想定は必ずしも前提とせず，経済的不安や排外主義的態度といった変数の個人

差が厳罰傾向の個人差を説明し得るかという点に主眼が置かれている。 

 Hirtenlehner et al.（2016）では以上の仮説モデルをオーストリアのリンツ市で得られたデ

ータ（N = 653）を用いて検証している。その結果，仮説モデルの適合度は許容可能なもの

ではあったが（CFI = .953, RMSEA = .047），経済的不安から厳罰傾向に至るパスの係数が有

意でなく（β = -.07, p = .10），脅威・競合認知と排外主義的態度の関連が非常に高く，これら

の変数を独立して組み込むモデルの情報量基準（BIC = 13625.58）よりも 1 つの因子として

組み込むモデルの情報量基準の方が若干良好であった（BIC = 13619.15）。これらのことか

ら，経済的不安から厳罰傾向に至るパスを削除し，脅威・競合認知を排外主義的態度に吸収

したものを最終的なモデルとして提示している（Figure 1-2）。 
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3. Hirtenlehner et al.（2016）の意義および課題 

（1）意義 

 本論文の目的にとっての Hirtenlehner et al.（2016）の意義は，このモデルは Tyler & Weber

（1982）の枠組みあるいはそれに基づく研究が抱えていた上述の課題を一定程度解決し得

る点にあると考えられる。すなわち，Tyler & Weber（1982）の枠組みあるいはそれに基づく

研究では，「道具的な変数か，象徴的な変数か」という二者択一的な想定がとられることが

多かった。しかし，このモデルでは，犯罪不安という道具的な変数と，経済的不安，権威主

義的態度，排外主義的態度という象徴的な変数の双方を含んだ上で，それらの変数がどのよ

うに相互に関連するかをモデル化している。この点で，このモデルを検討することは従来の

研究で散見された二者択一的な想定を，そのような想定を置かないモデルによって克服す

ることにつながると考えられる。 

 

（2）Hirtenlehner et al.（2016）のモデルの課題 

しかし他方で，このモデルに基づいて厳罰傾向をモデル化するに際しては大きく以下 2 つ

の課題が指摘できる。それらの課題とは，（1）尺度の妥当性および日本における再現性には

検証の余地があること，（2）変数の選択に若干の疑問があることの 2 点である。順に検討す

る。 

第一に，尺度の妥当性および日本における一般化可能性の問題がある。まず，前者の問題

に関して述べると，同モデルに含まれる尺度は同研究のために作成されたものであり，それ

らの信頼性や妥当性は十分に検証されていない。特に厳罰傾向については，この研究では先

行研究に基づき「規範違反の認識に対して，制裁の賦課をもって反応するという一般化され

た傾向」と定義され，単一の概念として測定されているが15，厳罰傾向は同研究の想定する

ような単次元の概念ではなく，多次元的な概念であることを示唆する先行研究が存在する

（e.g., Maguire & Johnson, 2015）。 

また，後者の一般化可能性の問題について述べると，同研究はオーストリアという，日本

 
15 具体的には，「法律を破った人は，厳しく罰せられるべきである」，「故意におかされた犯

罪行為に対しては，裁判所はより大きな厳しさをもって臨むべきである」，「長期的に見れば，

寛大な刑罰は誰の役にも立たない」，「法や秩序を維持するためには犯罪者はより厳しく扱

われるべきである」の 4 項目が用いられている。 
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とは一定程度状況が異なる国家において行われた調査であるという点である。同研究では，

モデルに含まれる変数（たとえば，経済的不安や排外主義的態度）が厳罰傾向と関連するこ

とを示す研究に基づきモデルを作成している。しかし，これまで厳罰傾向について国家間で

行われた調査では，厳罰傾向の規定要因は国ごとに一定程度の差があることが見出されて

いる（e.g., Costelloe et al., 2002; Jiang, Lambert, Wang, Saito, & Pilot, 2010; Kutateladze & Crossman, 

2009; Lambert et al., 2016; 向井・松木・木村・近藤, 2020）。 

 以上の点を考慮に入れれば，信頼性や妥当性の確認された尺度を用いた上で，モデルに含

まれる変数が日本においても厳罰傾向と関連するのかは，モデル全体の検証に先立ち検討

しておくべきであると思われる。 

第二に，変数の選択の問題がある。まず，同研究では後期近代化に伴う不安として経済的

不安のみが取り上げられており，アイデンティティの不安定性は変数としてはモデルに含

まれていない。しかし，本章第 2 節 2 項で述べたように，Young や Bauman の議論では，経

済的不安と並んで個人のアイデンティティの不安定性も重要視されていた。そして，同研究

でもモデルの理論的背景の記述では，アイデンティティの不安定化が経済的不安と併せて

記述されている。これらのことを踏まえれば，経済的不安と並んでアイデンティティの不安

定性もモデルに含めることが適当と考えられる。 

なお，Young（1997 青木他訳 2007）では，「経済的不安」の表現だけでなく，「相対的な

剥奪感」（p. 35）といった表現も用いられている。相対的剥奪は社会的比較のプロセス

（Festinger, 1954）によって生じる認知であり，必ずしもそのようなプロセスの存在を前提

としない経済的不安とは異なる概念である。したがって，Young（1997 青木他訳 2007）の

主張する概念を経済的不安で代表させ，経済的不安のみをモデルに含めることには厳密に

は疑問がある。しかし，第一に，経済的不安についても，通常の場合他者の経済的状況と比

較を行うというプロセスは介在しており，そうである以上相対的剥奪とは大きな相違はな

いと考えられる。第二に，第 4 章第 1 節で述べるように，厳罰傾向研究の文脈では相対的剥

奪と厳罰傾向の関連を見たものは存在しないのに対し，経済的不安と厳罰傾向の関連を検

討した研究は少数ながら存在する。この点で経済的不安を検討する方が先行研究との連続

性を維持しやすい。これら 2 つの理由から，Hirtenlehner et al.（2016）に従い，経済的不安

はそのままの形でモデルに含めることとする。 
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また，同研究では権威主義的態度がモデルに組み込まれているが，権威主義的態度16

（Adorno, Frenkel-Brunswik, Levinson, & Sanford, 1950 田中・矢沢・小林訳 1980）には，因

襲主義や権威主義的従属，反内省的態度などと並んで，権威主義的攻撃という規範違反者に

対する処罰を求める態度が下位概念として含まれている。この下位概念を直接的に測定す

る項目自体は同研究の尺度に含まれていないが，権威主義的態度が厳罰傾向と類似したこ

のような下位概念を含むものである以上，権威主義的態度によって厳罰傾向を説明するこ

とは関連を過度に高く推定することにつながるおそれがあり，妥当でない。 

Adorno et al.（1950 田中他訳 1980）による権威主義的態度の概念が不明確であることや

過度に包括的であること対しては古くから批判が向けられてきた（e.g., Altemeyer, 1981）。そ

のため，その後の研究では，より明確化された概念を提示する研究が行われるようになって

いる。社会的支配志向性はそのような概念の 1 つであり，これは「平等な集団内関係を選好

するか、優越－劣等という次元に沿って秩序立てられた集団内関係を選好するかについて

の一般的な態度志向」と定義される（Pratto, Sidanius, Stallworth, & Malle, 1994, p. 742）。社会

的支配志向性と権威主義的態度の関係性について Altemeyer（1998）は，社会的支配志向性

を，権威主義的態度に下位概念として含まれる権威主義的従属，すなわち内集団における道

徳的権威への追従的・無批判的な態度を取り出し概念化したものであると指摘している。社

会的支配志向性と厳罰傾向の関連を検討した研究も行われており，それらの研究では両変

数間に正の関連がみられることが報告されている（Pratto et al., 1994; Sidanius, Liu, Shaw, & 

Pratto, 1994; Sidanius, Mitchell, Haley, & Navarrete, 2006）。 

以上のように，権威主義的態度を用いて重複する概念を一部含んだ厳罰傾向を説明する

ことには方法論上の問題がある一方で，社会的支配志向性という権威主義的態度の一部を

抽出した概念を用いればそのような問題は生じない。さらに，社会的支配志向性は厳罰傾向

と関連することも示されている。これらのことから本論文では，同研究のモデルに含まれる

権威主義的態度を社会的支配志向性に置き換えて検討することとする。 

 

第 3 節 本論文の目的と意義 

本章ではここまで，西欧諸国および日本における厳罰化の状況を概観した上で，この厳罰

 
16 Adorno et al.（1950 田中他訳 1980）では「権威主義的パーソナリティ」の語が用いられ

ているが，Hirtenlehner et al.（2016）に合わせて本論文では「権威主義的態度」に統一する。 
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傾向を説明するために提示されてきた実証研究（Tyler & Weber（1982）の枠組みと

Hirtenlehner et al.（2016）のモデル）を検討し，Tyler & Weber（1982）の枠組みには「道具的

な変数か，象徴的な変数か」という二者択一的な想定がとられがちであるという問題点があ

ることを指摘した。このような問題点から Hirtenlehner et al.（2016）のモデルを見た場合，

このモデルは道具的な変数と象徴的な変数の双方をモデルに組み込んだものであるため，

それらの 2 種類がどのように相互に関わりつつ厳罰傾向を規定するかを理解することがで

きる。この点から，「道具的な変数か，象徴的な変数か」という二者択一的な議論を克服す

ることができると考えられる17。 

Hirtenlehner e al.（2016）には，以上のようなメリットがあるとはいえ、前節で指摘した通

り，同モデルにもいくつかの問題点がある。そこで、本研究では，同モデルの課題を修正し

た上で、厳罰傾向の個人差を説明するモデルを提示することを目的とする。具体的には、

Hirtenlehner et al.（2016）に従い，犯罪不安，経済的不安，排外主義的態度を取り上げること

に加え，この研究で検討されていなかったアイデンティティの不安定性および社会的支配

志向性を加えた 5 つの変数を組み込んだモデルを提示する。暫定的な仮説モデルを Figure 1-

3 に示す。 

以下の本論文では，上記の目的に際し Figure 1-4 に示される手順で検討を進めていく。ま

ず研究 1（第 2 章）では，厳罰傾向の概念を検討し，それを測定する尺度を作成する。続く

 
17 さらに，このモデルを検討することは，本論文の主たる目的である厳罰傾向のみならず，

排外主義的態度についても示唆を与えることができると考えられる。つまり，上述のように

現在の日本においては排外主義的態度についても大きな問題となっており，多くの研究が

行われている（排外主義的態度に関する理論的ないし非実証的な研究としてはたとえば小

林（2013），樋口（2014），近藤（2019），高谷（2019）などがある。実証研究は相対的に少

ないが，田辺（2010），金（2015），近藤・向井（2017），樽本（2018），向井・金・松木・木

村・近藤（2019），向井・金・木村・近藤・松木（2020）などがある）。しかし，排外主義的

態度と厳罰傾向は大部分異なる枠組みにおいて検討されており，相互の知見は現状全く利

用可能ではない。しかし，本論文で提案するモデルが支持されれば，排外主義的態度と厳罰

傾向はどちらも後期近代論という同一の理論的枠組みの中で理解可能であるということに

なる。そうすれば，これまで独立して研究されてきた両変数を 1 つの理論的枠組みの中で理

解することが可能となるであろう。 
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研究 2 以下では，上記の第一の課題に対応するために，モデルにおいて厳罰傾向と関連する

ことが想定されている変数の概念ないし測定法を検討し，それぞれの変数が日本において

も厳罰傾向と関連するのかを検討していく。具体的には，犯罪不安（第 3 章），経済的不安

および排外主義的態度（第 4 章），アイデンティティの不安定性（第 5 章），社会的支配志向

性（第 6 章）と厳罰傾向の関連を検討する。最後の研究 6 では，研究 1 から 5 で明らかにな

った知見に基づき詳細な仮説モデルを改めて提示し，そのモデルの妥当性を検証する。 
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第 2 章 厳罰傾向の定義の検討と測定尺度の作成（研究 1） 

 

厳罰化は西欧諸国において大きな影響を及ぼした事象であり，その原因を説明しようと

する研究はおびただしい数に上っている。そして，研究が行われている分野も犯罪学にとど

まらず，社会学や政治学など多岐にわたる。 

 このように幅広い分野で多数の研究が行われてきたことは，一方で議論の厚い蓄積を生

むこととなったが，他方で用いられている概念が分野や研究ごとに異なるという問題点も

生じさせている。本論文の主題である厳罰傾向は punitiveness の訳語であるが，この

punitiveness という概念は定義や尺度の混乱という問題点が顕著な概念の 1 つであり，その

点が問題点として指摘されてきた（Adriaenssen & Aertsen, 2015; Maruna & King, 2009; 

Matthews, 2005; Walker, Hough, & Lewis, 1988）。 

そこで本章では，ここまで厳罰傾向の訳を当てながらも明確な定義を行ってこなかった

punitiveness という概念について行われた先行研究を社会／個人という軸と一般／個別とい

う軸の 2 つの軸に沿って整理した上で，本論文で用いる「厳罰傾向」の定義を導出する（第

1 節）。第 2 節では，作成する尺度の理論的背景および下位概念について述べ，第 3 節以下

では，それらに従って尺度を作成し，その信頼性および妥当性を検証する。 

 

第 1 節 本研究で用いる厳罰傾向の定義の検討 

第 1 項 Punitiveness のレベル 

1．社会／個人レベルの区別 

 まず社会レベルと個人レベルという軸が区別される必要がある（Green, 2009; Hamilton, 

2014）18。社会レベルとは，刑罰システムにおいて厳罰的な立法や法改正あるいは運用がな

されることを指す。第 1 章で概観した後期近代論に基づく理論的な研究はこのレベルに焦

 
18 Kury, Kania, & Obergfell-Fuchs（2004）は，これらの水準を厳罰を求める個人の態度や感情

などを指すミクロレベル，メディアなどで流布される厳罰的な言説を指すマクロレベル，量

刑をはじめとする運用面での厳罰を指す司法レベルに細分化し，さらに Kury, Brandenstein, 

Obergfell-Fuchs（2009）は厳罰的な立法や法改正を指す政治レベルを追加している。これら

のうちミクロレベルは本論文でいう個人レベルに概ね対応し，マクロレベル，政治レベル，

司法レベルは社会レベルに対応すると思われる。 
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点を当てたものである。その他の研究としてたとえば Garland（2001）は，1970 年代以降の

英米における収監率の急上昇や厳罰的な立法の頻発の原因を説明することに主眼を置き，

後期近代的な社会的・政治的・経済的な変動が合わさることで「統制の文化」が出現したこ

とがその原因であるとしている。さらに Pratt（2007）も同様にオーストラリアとニュージー

ランドで厳罰的な立法と収監率の増加がなぜ生じたのかを検討し，刑罰ポピュリズムの出

現およびその背後にある政治やメディアの変容，被害者の影響力の増加などを挙げている。 

 また，国ないし地域間の法制度の相違を説明することに主眼を置く研究もある。たとえば

Whitman（2003 伊藤訳 2007）は，なぜアメリカの刑罰制度が西欧のそれと比べてはるかに

厳罰的であるのかを，両地域の身分構造の相違から説明している19。また，Green（2008）は，

同じ時期に発生した別々の少年事件に対するイギリスとノルウェー社会の反応が全く異な

ったことを指摘し，その原因を両国の「政治文化」（Almond & Verba, 1963 石川・片岡・木

村・深谷訳 1974）の相違に求めている。 

この水準におけるより実証的な研究としては Blumstein, Tonry, & Van Ness（2014）がある。

この研究では，犯罪認知件数に対する起訴数やそれに対する懲役を受ける者の数，刑期の平

均をもとに国レベルの刑罰の厳しさを算出し，西欧諸国のそれと比較している。また，

Hamilton（2014）は，政策（死刑の有無，刑期を増加させる法改正の有無など）と実践（刑

務所人口，被告人の手続上の権利保護のパターンなど）に基づいて尺度を作成しアイルラン

ド，スコットランド，ニュージーランドの刑罰の厳しさを比較している。 

 一方の個人レベルのものとは，たとえば質問紙法によって測定できるような個々の人が

有する処罰感情を指す（Kury et al., 2004）。前章で紹介した Tyler & Weber（1982）や Hirtenlehner 

et al.（2016）はこちらのレベルに属する研究である。 

 

2．一般／個別レベルの区別 

続いて区別される必要があるのは，一般レベルと個別レベルの軸である（e.g., McCorkle, 

 
19 具体的には，西欧に強力な身分制度（貴族制）が存在したことが平民の権利を貴族並みに

引き上げることを目指すモチベーションを生み出し結果として加害者の権利を守ることが

重視されるようになった一方で，de Toqueville（1835–1840 松本訳 2005）が指摘したように

建国当初から平等を建前としていたアメリカでは，そのようなモチベーションが生じずに

加害者の権利の重視は西欧ほどには発展しなかったとしている。 
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1993）。個人レベルでの一般レベルの研究は，世論調査などにみられるように，法律や政策

への全般的な支持を尋ねるものである。上で挙げた Tyler & Weber（1982）は，「（死刑は）被

害者や遺族に償う唯一の方法である」や「死刑は再犯が行われないことを保障する」などの

項目を用いて死刑への支持を測定しており，典型的な一般レベルの測定法といえる。 

 個人レベルでの個別レベルの研究は，シナリオ法によって犯罪者や犯行の状況を提示す

ることで，具体的な犯罪者に対してどの程度の量刑を求めるかを検討するものである。

McCorkle（1993）は，一般レベルでの設問では罪種ごとに求められる量刑が異なる可能性を

検討できないという問題点があるため，個別レベルでの検討を行うべきと主張している。ま

た Mackey & Courtright（2000）は，回答者は一般レベルで尋ねた場合には個別レベルで尋ね

た場合と比べてより厳罰的な回答をする傾向にあるため，世論を正しく汲み取れないとい

う問題点を指摘している。Applegate, Cullen, Turner, & Sundt（1996）や Turner, Cullen, Sundt, 

& Applegate（1997）も類似した指摘を行っている。具体的な手法として McCorkle（1993）

では，強盗や強姦，殺人などの 6 種の犯罪について数行程度の描写を提示し，それぞれにつ

いて「この犯罪者に関して最も考慮されるべきことは，自分の犯した罪について彼が厳しく

罰せられるのを確実にすることだ」などの 8 項目を尋ねている。 

 一方の社会レベルの研究においても，個人レベルの研究においてほど明確ではないとは

いえ，一般／個別の区別は見られる。たとえば Garland（2001）では，個別の政策を取り上

げるのではなく，英米両国における政策や実践，意識の変化を含む全般的な厳罰化を検討す

ることが目的であるとして，同研究が社会レベルかつ一般レベルに焦点を当てた研究であ

ることを明確にしている。明言されてはいないものの刑罰システムの全般的な変動や現状

を分析した上述の Pratt（2007）や Whitman（2003 伊藤訳 2007）などもこのレベルの研究に

含むことができる。他方の社会レベルの個別レベルの研究としては，カリフォルニア州にお

ける三振法という個別の法制の展開を描写した Zimring et al.（2001）などがある20。 

 
20 とはいえ，一般／個別という軸における区別は相対的なものである。たとえば，ある国に

おける刑事法制の厳罰化は，死刑制度や三振法などの具体的な制度や法律による厳罰化と

比べれば「一般」的なものであるが，ある地域（西欧など）における各国の刑事法制の厳罰

化と比べれば「個別」的なものである。また，個人レベルにおいても，いくつかの罪種への

量刑判断を合算し「厳罰指標」を作成した研究にみられるように（e.g., McCorkle, 1993），シ

ナリオ法を用いているという点では「個別レベル」であるとしても，分析の手法という点で
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第 2 項 本論文で用いる厳罰傾向の定義 

 以上のように，punitiveness という概念は，社会／個人という軸ならびに一般／個別とい

う軸の 2 軸によって整理することができる（Figure 2-1）。この 2 軸の組み合わせによって，

特定の国や地域，法圏において，①個別具体的に厳罰的な立法や法改正，あるいは運用がな

されていることを指す「（個別の政策・運用における）厳罰化」，②全般的に厳罰的な立法や

法改正，あるいは運用がなされていることを指す「（全般的な政策・運用における）厳罰化」

（社会／一般レベル），③個別具体的な犯罪者に対して厳罰的な運用がなされていることを

指す「量刑判断」（個人／個別レベル），④全般的な犯罪者に対して厳罰的な運用や法改正，

立法がなされていることを指す「厳罰傾向」（個人／一般レベル）の 4 つのレベルが区別で

きる。 

このように先行研究を整理したとして次に問題となるのは，本論文においてどのレベル

の punitiveness を検討の対象とするかであるが，本論文では，個人レベルかつ一般レベルで

の punitiveness，すなわち Figure 2-1 における④厳罰傾向のみを検討の対象とする。言い換え

れば，社会レベルおよび個別レベルは検討の対象としない。その理由を以下に述べる。 

 
は「一般レベル」の性質を有している研究もある。 
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 まず，社会／個人という軸において前者を除外する理由は以下の通りである。上で見たよ

うに，この水準について行われた研究は主として社会学や政治学に近い犯罪学（e.g., Garland, 

2001; Young, 1999 青木他訳 2007）などの社会や制度に着目することの多い分野で行われて

きた。このことが示唆するように，実際の政策がどのような形をとるかは人々の心理のみで

なく，政策決定の状況を取り巻く社会経済的な文脈や力動によって大きく影響される。した

がって，この水準の研究に対して心理学的な検討を行なうことは質的な手法などを用いれ

ば不可能ではないにせよ，極めて困難である。そのため，社会的な水準は心理学的手法を用

いた調査の遂行可能性の低さを鑑み除外する。 

 次に，一般／個別という軸において後者を除外する理由について述べる。まず，前節で述

べたように，一般／個別レベルの研究には，第一に罪種ごとの相違を検討できないこと，第

二に厳罰傾向が過大に評価されることといった課題が指摘されていた（Applegate et al., 1996; 

McCorkle, 1993; Mackey & Courtright, 2000; Turner et al., 1997）。しかし，このような問題点を

指摘している研究者（Applegate や Cullen）自身も一般レベルでの研究を多々行っている（e.g., 

Applegate, Davis, & Cullen, 2009）。このことが示唆するように，これら 2 つのレベルの研究

はどちらがより優れているというものではなく，相互に補完的なものであると考えるべき

である。 

また，現在の日本の研究の蓄積状況を見ると，量刑判断に関する研究は裁判員制度が 2009

年に導入されたことを背景に極めて多くの心理学的研究が行われている（e.g., Fujita, 2018; 

福井, 2011; 板山, 2014; 伊東, 2019; 白岩, 2019; 若林, 2016; 綿村・分部・佐伯, 2014; 綿村・

分部・高野, 2010）。それに対し，厳罰傾向に焦点を当てた研究は日本においてはほとんど皆

無である。 

以上のことから，本論文では，社会レベルの研究は研究の遂行可能性の低さからまず研究

の対象から外す。そして，一般レベルの研究と個別レベルの研究はその意義という点におい

て等価であるが，個別レベルの研究は日本においても多く行われているのに対し一般レベ

ルの研究はほとんど行われていないという事情から，一般レベルの研究に焦点を絞る。言い

換えれば，本論文では，個人レベルでの一般的な punitiveness，すなわち厳罰傾向を検討の

対象とする。 

 

第 3 項 厳罰傾向と刑罰目的および治療傾向との関連 

 個人／一般レベルの厳罰傾向を検討するにあたって定義の上で問題となるのは，第一に
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刑罰目的を厳罰傾向の定義に含めるか，第二に治療傾向を厳罰傾向の定義に含めるかの 2 点

である。以下それぞれ詳述する。 

 

1．刑罰目的信念との関連 

第一の問題点は，厳罰傾向の定義の中に刑罰目的に関する信念（以下，刑罰目的信念と呼

ぶ），言い換えれば「どのような目的で厳罰を求めるか」という要素を含めるかどうかであ

る。つまりたとえば応報や無害化（incapacitation）といった刑罰目的信念21を，厳罰傾向と概

念上不可分のものと見なすか，見なさないかという議論である。 

厳罰傾向に刑罰目的信念を明確に含む定義としては Mackey & Courtright（2000, p. 430; 

Courtright & Mackey, 2004, p. 317）がある。この研究では厳罰傾向は「制裁および刑罰に対す

る態度であり，応報や無害化を含み，犯罪者の改善更生への配慮を欠くもの」と定義されて

いる22。Reuband（2015）も，一般レベルでの厳しい刑罰への支持と個別の事件における量刑

判断と並んで，威嚇や社会防衛といった「刑罰思想」を含むものとしてとらえている。類似

した定義をとる研究としては，応報信念を厳罰傾向の定義に含むGault & Sabini（2000, p. 499）

や Duffee & Ritti（1977, p. 457）がある。このように明確な形で定義に含まれていないとして

も，応報信念を測定する項目を厳罰傾向の尺度に含んでいる研究は他にも多数存在する（e.g., 

Chen, 2016; Falco & Martin, 2012; 板山, 2012, 2014）。 

 一方，刑罰目的信念を含むことを明確に否定する研究としては Maruna & King（2009）が

ある。この研究では，厳罰傾向は「その目標が何であれ，より厳しい犯罪制裁と犯罪政策へ

 
21  刑罰目的の代わりに「刑罰動機（motivation for punishment）」の語も用いられる（e.g., 

Carlsmith, Darley, & Robinson, 2002）が，「どのような『目的』で刑罰を科すか」あるいは「ど

のような『動機』で刑罰を科すか」という単なる表現上の相違に過ぎないため，区別する必

要はないと思われる。また，刑法学では，しばしば刑罰目的の代わりに「刑罰の正当化根拠」

といった表現も用いられるが（e.g., 西田, 2019, p. 16），これも「何を目的とすることによっ

て刑罰の賦課が正当化されるか」という力点の置き方の相違に過ぎず，実際，刑罰目的と正

当化根拠の表現を併記するものもあるため（e.g., 山口, 2018, p. 3），これも区別する必要は

ないと思われる。 

22 具体的な項目としては，「犯罪者は，自らの犯罪の報いを受けさせるために，厳しく罰せ

られなくてはならない」などの項目が含まれている（Mackey & Courtright, 2000）。 
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の支持」（p. 9）と定義されている。Maruna & King（2009）は刑罰目的を厳罰傾向の定義に

含むべきではない理由として以下の 2 点を挙げている。第一に，特定の刑罰目的信念と厳罰

傾向の結びつきは論理必然的なものではないため，応報などの刑罰目的信念を厳罰傾向に

含むことは概念の不明確化につながることである。第二に，厳罰傾向が何らかの目的のため

に求められると考えることは厳罰傾向が何らかの目的のための「道具的なもの」（c.f., Tyler 

& Weber, 1982）であることを前提とするが，この前提は妥当ではないことである。 

第一の理由については，応報刑論は厳罰と同視されることも多いが（Cavadino et al., 2020），

応報刑論をとる論者である von Hirsch（1976）の政策提案にみられるように，応報を刑罰の

目的としながらもより厳しくない刑罰を擁護する立場もありうる。また，目的刑論にしても

無害化などの手段が厳罰と結びつくことは往々にしてあり，改善更生という手段も改善更

生という理念に対する批判者が主張したように（e.g., American Friends Service Committee, 

1971），保安処分の導入や不定期刑の多用などを通じて厳罰と結びつくことは十分にありう

る23。さらに第二の理由についても，前章で述べたように，厳罰傾向が何らかの具体的な目

標（たとえば犯罪率の低下）の達成を目的とする「道具的なもの」であるのか，そのような

具体的な目標を持たずに求められる「象徴的なもの」であるのかについては議論があり

（Tyler & Weber, 1982; Tyler & Boeckmann, 1997），無批判に「道具的なもの」とみなすことに

は問題がある。以上の理由から Maruna & King（2009）の主張は妥当であると思われる。そ

のため，本研究では，厳罰傾向の定義に刑罰目的の要素は含めないこととする。 

 

2．治療傾向との関連 

 第二の問題点は，改善更生という理念（Allen, 1981）を支持する態度を厳罰傾向の定義に

含めるかどうかである。改善更生の具体的な内容については基本的に同意があり，犯罪者の

「訓練，教育，カウンセリング」（Rosenberger & Callanan, 2011, p. 441）を通じて，犯罪者の

「性格，人格，態度への根本的変革を行う」（Allen, 1978, p. 148）ことである（c.f., Cavadino 

et al., 2020）。本論文では以下このような政策を支持する態度を，厳罰傾向と対応させて「治

療傾向」と呼ぶこととする。 

1 つの研究の流れとしては，治療傾向を持たないこと（ないし低いこと）を厳罰傾向の定

 
23  このような事態の日本における歴史的事例は，治安維持法下において思想犯が思想改良

の名の下に恣意的な保安処分を受けたこと（中澤, 2012; 内田, 2017）である。 
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義に含めるものがある（Matthews, 2005）。たとえば Langworthy & Whitehead（1986, p. 575）

は，厳罰傾向を「治療は機能しておらず，……犯罪者は罰せられるべきである」という考え

方として概念化している。また，刑罰目的に関してと同様に，定義には反映させないにして

も，測定項目においては治療傾向を測定する項目を厳罰傾向を測定する尺度の逆転項目と

して含めている研究は複数存在する（e.g., 板山, 2012, 2014）。 

 このような研究が存在する一方で，大多数の研究は，治療傾向と厳罰傾向を別次元のもの

と捉えている。そのような研究の嚆矢は Cullen, Clark, Cullen, & Mathers（1985）である。こ

の研究では，「犯罪者は社会を害したのだから罰せられるべきだ」などの厳罰傾向を測定す

る項目と，「成年の犯罪者に対する治療は役に立たない」などの治療傾向を測定する項目は

別個の尺度として構成されている。また，Cullen を中心とした研究グループはその後の研究

（Cullen, Cullen, & Wozniak, 1988）でも治療傾向を別個の尺度とした上で調査を行い，一般

市民は確かに厳罰を求めているが他方で治療も求めていることを示し，市民が全面的に厳

罰的であるという考えは「神話」にすぎないと結論づけている。この結論はその後の研究に

おいても繰り返し裏付けられている（e.g., Adriaenssen & Aersten, 2015; Cullen & Gilbert, 2012; 

McCorkle, 1993; Roberts & Hough, 2002 の各論文; Sprott, 1999）。 

 このように厳罰を支持しつつも治療をも求める市民が一定数存在することを示唆する研

究が多数存在することを考えれば，治療傾向と厳罰傾向を同一の次元上に位置づけそのよ

うな層を無視することは，市民の意識を正確にとらえることができない上，研究の幅を狭め

ることにもなり，妥当でないと思われる。よって，本論文では，厳罰傾向の定義に治療傾向

の程度は含めないこととする。 

 

3．小括 

以上，本論文で対象とする punitiveness のレベルは一般／個別レベルの厳罰傾向であるこ

と，そしてその定義には，刑罰目的と改善更生への支持は含まないことを述べてきた。これ

らのことから，本論文で用いる厳罰傾向の定義は「刑罰目的にかかわらず，より厳しい刑事

制裁や犯罪政策を支持すること」（Maruna & King, 2009, p. 9）である。 

 

第 2 節 作成尺度の理論的背景と下位概念 

 日本で作成された厳罰傾向を測定する尺度としては，白井（2010）と板山（2012, 2014）

がある。前者は個別のシナリオに対して求められる刑罰（量刑）の程度を合算したものであ
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るため，個別レベルの尺度としての性質が強い。後者は「裁判所は犯罪者に対して甘すぎる

と思う」などの抽象的な項目に対する賛否を尋ねるものであるため，一般レベルの尺度であ

る。また同尺度には「裁判では，加害者の社会復帰を優先するべきだと思う」（逆転項目）

のような改善更生への支持を問う項目や，「犯罪に対してはそれ相応の罰をもって償うべき

だと思う（目には目を，歯には歯を）」24という応報刑論という刑罰目的を想起させる項目も

含まれている。 

上述の厳罰傾向の定義からすれば，これらの尺度は，白井（2010）は一般レベルでないと

いう点で，板山（2012, 2014）は刑罰目的および治療傾向を含んでいるという点で，本論文

で測定するべき構成概念と合致しない。そこで先行研究に依拠しつつも新たに項目を作成

する必要がある。その目的に際し本研究では，法学における刑法の謙抑性の議論を参考し，

より詳細な因子構造を抽出することで，先行研究を補いたい。 

刑法の謙抑性とは，刑法が違反に対する最後の手段としてのみ用いられることを指す。こ

れは「刑罰権の国家権力のもっとも強力かつ露骨な発現であるから，これに対して個人の人

権を保障するために」必要とされる（団藤, 1990, p. 14）。これに関して平野（1966）は，刑

法の謙抑性に含まれる 3 つの要素を挙げている。その 3 つの要素とは，第一に刑法の補充

性であり，これは地域社会によるインフォーマルなコントロールや民事的な介入が不充分

である時にのみ適用できる最後の手段という性質を指す。第二の要素は，断片性であり，こ

れは刑法が社会の「人倫の体系」のすべてをカバーするものではないという性質を指す。そ

して第三の要素である寛容性とは, 刑罰の必要性が乏しい時には刑法を適用しないという

性質を指す。近年における刑事立法の特徴は，これらの 3 つの要素における謙抑性が弱まっ

た結果，すなわち，刑法の補充性が失われ早期化し，断片性が失われ拡大化し，寛容性が失

われ厳罰化した結果生じたものと考えることができる。 

多くの法学者（平野, 2001; 瀬川, 2005; 田宮, 1998）によって 2000 年前後には刑事立法が

活発化したことが指摘されたが，その中で松原芳博（2017）や高橋（2018）は，その時期の

特徴として，刑罰の厳罰化，早期化，拡大化という特徴が見られたことを指摘している。以

上 3 つの要素は，これらの特徴と一致しており，刑法の謙抑性の議論は，現在にも適用可能

な議論だと考えられる。このような議論に従えば，市民の意識においても厳罰傾向は単一の

 
24 なおこの項目は板山（2012）では尺度に含まれているが，板山（2014）では因子負荷量が

低かったことにより尺度から除外されている。 
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因子によって構成されるのではなく，複数の因子を有するものと捉える必要があろう25。 

また，本論文では厳罰傾向の定義に治療傾向は含まれないが，治療傾向は厳罰傾向と関連

づけて論じられることが多いため，厳罰傾向と対応づけて尺度を作成しておくことが有益

と思われる。さらに，アメリカにおける治療主義の批判者（American Friends Service Committee, 

1971; Quinney, 1970）や Foucault（1975 田村訳 1977）が主張したように，改善更生は訓練や

教育という手段によって行われるという点で刑罰の賦課とは異なるといえ，一種の国家権

力の強制的な行使であるという特徴を刑罰と共有している。その点で以上の議論は，厳罰的

な刑事司法への支持だけではなく，改善更生を志向する刑事司法への支持についてもある

程度当てはまると思われる。そのため治療傾向についても同様に，「治療の推進化」「治療の

早期化」「治療の拡大化」という 3 つの要素を想定した。本節の考察から得られた刑事司法

に対する態度尺度に含まれるべき下位因子の定義を Table 2-1 に示す。 

 本研究は，上述の 6 つの要素を含んだ，刑事司法に対する態度を測定する尺度を作成し，

その信頼性と妥当性を検証することを目的とする。 

ただしこのように分類された 6 つの要素は理論的見地から導出されたものであり，専門

 
25 厳罰傾向の多次元性を示唆する研究として，Maguire & Johnson（2015）は，刑事政策への

一般市民の態度が，犯罪者の教育などを求める「進歩的な政策」への支持，厳罰的な政策へ

の支持，警察官による現行犯での射殺などの「超法規的な手段」への支持の 3 因子構造をも

つことを報告している。 

上位要素 下位要素 定義

刑罰の厳罰化 犯罪の取り締まりを，より厳しい手段で行なうことを支持する態度

刑罰の早期化
より早い段階で，何らかの行為を刑罰という手段によって取り締ま
ることを支持する態度

刑罰の拡大化
より多くの行為を，刑罰という手段によって取り締まることを支持
する態度

治療の推進化 犯罪者に対する教育や治療を，より推進することを支持する態度

治療の早期化
より早い段階で，何らかの行為に対して教育や治療を行うことを支
持する態度

治療の拡大化 より多くの行為に対して，教育や治療を行うことを支持する態度

Table 2-1

刑事司法に対する態度に含まれる諸要素の定義

厳罰傾向

治療傾向
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家ではない人々が実際に持つ態度の構造とは異なる可能性がある26。そのため一般の人々が

刑事司法に対して実際に有する態度の構造を明らかにすべく，以下の分析ではまず適当な

因子数を探索し，そののちに当該尺度の信頼性および妥当性を検討する。信頼性については，

内的一貫性の観点から Cronbach の α 係数を算出して検討する。妥当性については，併存的

妥当性の観点から，刑事司法に対する態度尺度との関連が予測される 3 つの構成概念を測

定する項目との Pearson の積率相関係数を算出して検討する。具体的には，厳罰志向性尺度

（板山 2014, p. 89），改善更生への支持を測定する項目（Cullen et al. 1985），犯罪者に対する

責任帰属を測定する項目（Cullen et al., 1985）を使用する。くわえて厳罰傾向に関するこれ

までの研究では，性差が検討の対象とされることが多かったため（e.g., Gault & Sabini, 2000），

本研究でも各下位因子間の性差を検討する。 

併存的妥当性の検証には，以下 3 つの項目を用いる。厳罰志向性尺度は，刑罰目的および

治療傾向（の逆転項目）を含んでいるとはいえ，本分析で測定しようとしている構成概念の

うち，厳罰傾向に含まれる因子と類似した概念を測定している。そのため，厳罰傾向の下位

因子と正の相関を示すことが予測される。 

 また，Cullen et al.（1985）が作成した改善更生への支持を測定する項目は，刑事司法にと

って犯罪者の改善更生が正当で価値ある目標と見なすかどうかを測定するものである。こ

れらの項目は，本尺度における治療傾向と類似した概念を測定していると考えられるため，

治療傾向の下位因子と正の相関を示すことが予測される。 

くわえて，これまでの研究では，犯罪の責任を犯罪者当人に帰属させる回答者ほど厳罰傾

向的であり（Hartnagel & Templeton, 2012; Maruna & King, 2009; Sims, 2003），その責任を社会

や環境に帰属させる回答者ほど治療傾向的になることが示されている（Cullen et al., 1985）。

そのため，Cullen et al.（1985）が作成した 7 つの項目を用いて，犯罪者に対する原因帰属と

刑事司法に対する態度尺度の関連を検討する。これらの項目は，数値が小さいほど犯罪者当

人に責任を帰属し，数値が大きいほど社会や環境に責任を帰属することを示している。これ

らの項目は，厳罰傾向の下位因子と負の相関を示し，治療傾向の下位因子とは正の相関を示

すことが予測される。 

 

 
26  刑事司法の専門家の認識と一般市民の認識が異なることは，幅広い領域で報告されてい

る（e.g., 戴・大渕・石毛, 2006; 中谷内・島田, 2008; 司法研修所, 2007）。 
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第 3 節 方法 

第 1 項 調査対象者 

関東地方の私立大学 2 校の講義後に質問紙を配布し，その場での回答を求めた。調査は，

2016 年 6 月に行われた。刑事司法に対する態度尺度のすべての項目に答えた回答者を分析

の対象とした。その他の項目についての欠損値はペアワイズで削除した。最終的な調査協力

者は大学生 317 名（男性 103 名，女性 202 名，不明 12 名，平均年齢 19.9 歳，SD = 3.86）で

あった27。 

 

第 2 項 調査内容 

質問紙には以下 4 つの尺度とフェイスシート項目（年齢，性別）が含まれた。厳罰志向性，

改善更生への支持，犯罪者に対する責任帰属は刑事司法に対する態度尺度の妥当性を検証

するために用いた。 

 

1. 刑事司法に対する態度 

 上述の理論的枠組みに従い，「刑罰（治療）の厳罰化（推進化）」（各 5 項目），「刑罰（治

療）の早期化」（各 4 項目），「刑罰（治療）の拡大化」（各 4 項目）の 6 つの要素が含まれる

ことに注意しつつ，合計 26 の項目からなる質問紙を作成した。「刑罰の厳罰化」に関する項

目の作成・選定にあたっては，板山（2014, p. 89）の厳罰志向性尺度を大きく参考にした。

厳罰傾向と治療傾向に含まれる項目は，「人に不安を与える行為をした時点で，刑罰を科せ

るようにするべきだ（刑罰の早期化）」と「人に不安を与える行為をした時点で，予防のた

めの援助を行なうべきだ（治療の早期化）」のように, 対応させた。項目は，2015 年 7 月か

ら 11 月にかけて行われた予備調査（N = 375）で項目を選定し，設問のわかりやすさや包括

性を考慮しつつ，心理学を専門とする教員 1 名と大学院生 4 人との合議を経て，最終的に

決定された。作成された質問項目に，「全くそう思わない」（1）から「非常にそう思う」（6）

 
27  回答者の所属学部を尋ねる項目を設定しなかったため正確な人数は把握できないが，質

問紙の欄外に法学の見地からのコメントを残した回答者がいたことから，サンプルにはご

く少数であるが法学の知識がある学生が含まれたと考えられる。これらの調査協力者の回

答が結果に何らかの影響を与えた可能性も考えられるが，教育の有無による刑事司法への

態度の影響などが本研究の目的ではないため，すべての回答を区別せず分析に含めた。 
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の 6 件法での回答を求めた。 

2. 厳罰志向性尺度 

犯罪者に対して厳しい罰を求める傾向を測定する尺度である（板山, 2014, p. 89）。「凶悪な

加害者でも人権は尊重される必要がある」（逆転項目）など 9 項目に対し，5 件法で回答を

求めた。得点の高さは厳罰志向性の強さを示す。 

 

3. 改善更生への支持28 

Cullen et al.（1985）が作成した 9 項目を用いて測定された（Table 2-2）。「犯罪者の改善更

 
28  この尺度および次の犯罪者に対する責任帰属には日本語版がないため，筆者がまず独自

に翻訳した後，上と同様の教員 1 名と大学院生 4 人との合議によって確定した。邦訳に際

しては，原文に忠実であることよりも，日本の状況に即した形にし，調査協力者に質問の意

味を容易に理解してもらえるものにするよう留意した。たとえば Cullen et al.（1985）の尺度

では，rehabilitation の語が用いられているが，「改善更生」だけでは一般の人々に理解しても

らいにくいと考えたことから，「社会復帰」や「更生」などの語を併用することで，理解し

てもらいやすくなるよう配慮した。 

 

項目 M (SD )

犯罪者に社会復帰や更生のための援助をすることは，彼らに罰を与えるのと同じく
らい重要なことだ

4.68 (1.37)

大人の犯罪者に社会復帰のための援助をしたところで, 結局その試みはうまくいか

ないa 4.10 (1.34)

受刑者に社会復帰や更生のための援助をしても意味がないことは, これまで明らか

にされてきたa 4.50 (1.21)

犯罪者を社会の犠牲者であると考えるのをやめ，犯罪の被害者にもっと関心を払う

べきだa 3.43 (1.27)

刑務所で現在行われている教育プログラムを, さらに充実させることに賛成だ 4.72 (1.23)

日本の犯罪問題に対する唯一の効果的で人間的な対策は，犯罪者の社会復帰を進め
ることだ

3.88 (1.28)

犯罪者のための援助が上手くいっていないのは，資金が足りないからだ。もし十分
な資金があれば，これらのプログラムは上手くいくだろう

3.60 (1.13)

私たちの社会で犯罪を減少させる唯一の方法は，犯罪者を罰することであって，犯

罪者の社会復帰を進めることではないa 4.47 (1.43)

犯罪者の改善更生を重視することは，罰せられるべき犯罪者を見逃すことだa 5.06 (1.41)

a 逆転項目を示す。

Table 2-2

改善更生への支持の平均値 (SD )

注）数値は逆転後の値を示す。レンジ：1 （まったくそう思わない）― 7（とてもそう思う）。
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生を重視することは，罰せられるべき犯罪者を見逃すことだ（逆転）」など 9 項目に対して

7 件法で回答を求めた。得点が高いほど更生を重視する刑事司法を支持することを示す。 

 

4. 犯罪者に対する責任帰属 

同様に Cullen et al.（1985）が作成した 7 項目を用いて測定された（Table 2-3）。これらの

項目は，犯罪の責任を犯罪者自身に帰属させるか，社会や環境に帰属させるかを測定するも

のであり，「ほとんどの犯罪者は，自分の意志で法律を破る」などが含まれる。これらの項

目に 7 件法で回答を求めた。得点が高いほど，社会や環境ではなく犯罪者自身に責任を帰属

させることを示す（具体的な項目は Table 2-3 を参照）。 

 

第 4 節 結果 

第 1 項 探索的因子分析 

理論的見地から導出された 6 つの要素は，実際のデータには当てはまらない可能性があ

るため，まず探索的因子分析によって因子構造を把握することを目指した。因子数の決定に

ついては，カイザー基準とスクリー基準に加えて，対角 SMC 平行分析と最小平均偏相関

（minimum average partial correlation: 以下 MAP）を用いた（堀, 2005）。これら四つの基準に

よって提案される因子数が，4 因子（スクリー基準，MAP）と 5 因子（カイザー基準，対角

SMC 平行分析）で分かれたため，4 因子解，5 因子解，くわえて理論的想定に従い 6 因子解

を想定し，それぞれについて因子分析（最尤法・プロマックス回転）を行った。因子負荷量

の絶対値が.400 以下の項目およびそれに対応する項目を繰り返し削除した結果得られた項

項目 M (SD )

犯罪の主要な原因は貧困であるa 3.93 (1.36)

ほとんどの犯罪者は，精神的に不幸な生活を送っている人だa 3.67 (1.29)

ほとんどの犯罪者は，自分の意志で法律を破る 4.05 (1.33)

ほとんどの犯罪者は，不幸な幼少期を過ごした人だa 4.06 (1.35)

ほとんどの犯罪者は，恵まれない家庭で育った人だa 4.00 (1.32)

法律を破るほとんどの人は，「今の日本では犯罪をすれば得になる」と思って
いるから犯罪をする

3.14 (1.30)

ほとんどの犯罪者は，自分は捕まらないと思っているから犯罪をする 3.45 (1.41)

a 逆転項目を示す。

Table 2-3

犯罪者に対する責任帰属の平均値 (SD )

注）数値は逆転後の値を示す。レンジ：1（まったくそう思わない）― 7（とてもそう思う）。
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目について確認的因子分析を行い，適合度を算出した。その結果，4 因子解の情報量基準（χ2 

(203) = 503.52, CFI = .913, RMSEA = .068, AIC = 603.52）は，5 因子解の場合（χ2 (242) = 615.01, 

CFI = .900, RMSEA = .070, AIC = 731.01）と 6 因子解の場合（χ2 (284) = 757.08, CFI = .879, 

RMSEA = .073, AIC = 891.08）よりも良好だった。6 因子解も採択不能な適合度ではないが，

適合度と情報量基準は 4 因子解の方が良好であったため，以下では 4 因子解で分析を進め

F1 F2 F3 F4   P  b)

F1　刑罰の厳罰化 (α = .90) .52

kg 犯罪者に対する判決をもっと厳しくするべきだ a  .91 -.12 -.03  .11 .59

kg 私が裁判官なら, 今以上に厳しい罰を犯罪者に与えたい a  .88 -.03 -.02  .03 .42

kg なぜ犯罪者への刑罰があんなに軽いのかと疑問に思う a  .78  .10  .00  .00 .55

kg 犯罪をした人に与えられる刑期は短すぎる a  .68  .09 -.02 -.09 .61

kg 犯罪者への罰は厳しくすればするほどよい  .58  .22 -.10 -.01 .41

F2　刑罰の早期拡大化 (α  = .83) .28

ks 人に不安を与える行為をした時点で, 刑罰を科せるようにするべきだ -.16  .86  .00 -.02 .27

ks
人に不安を与える行為を行った段階で, 法律で処罰できるようにするべ

きだ
 .01  .74 -.03  .07 .30

kk
単に他人に迷惑をかけるだけの行為であっても, 法律で処罰できるよう

にするべきだ
 .05  .70  .03  .03 .29

kk
単に常識やモラルを傷つけるだけの行為であっても, 逮捕できるように

するべきだ
 .09  .66  .04 -.02 .26

ks 人に迷惑をかける行為を行った時点で, 逮捕できるようにするべきだ  .18  .55  .11 -.00 .31

ks 実際に犯罪が起きる前に, 刑罰を科せるようにするべきだ  .07  .47 -.03 -.03 .27

F3　治療の推進化 (α  = .87) .56

csu なぜ犯罪者の社会復帰を重視しないのかと疑問に思う -.02  .10  .83 -.06 .48

csu 犯罪者に対して社会復帰や更生のための援助を, もっと行なうべきだ  .01 -.10  .82  .12 .63

csu 犯罪をした人に対して行われる, 社会復帰のための援助は少なすぎる -.01  .07  .74  .06 .56

csu 私が裁判官なら, 今以上に犯罪者の社会復帰を重視した判決を下したい -.08  .09  .69 -.16 .46

csu 犯罪者の社会復帰や更生のための援助は, 充実させればさせるほどよい -.04 -.12  .58  .17 .65

F4　治療の早期拡大化 (α  = .81) .70

ck
単に他人に迷惑をかけるだけの行為をする人にも, 生活を改めさせるた

めの援助を行なうべきだ
-.13  .01 -.07  .85 .59

cso
人に不安を与える行為を行なった段階で, 生活を改めさせるための援助

を行なうべきだ
-.09  .07 -.10  .81 .56

cso 人に不安を与える行為をした時点で, 予防のための援助を行なうべきだ -.03  .14  .00  .73 .62

cso
人に迷惑をかける行為を行った時点で, そのような行為をしないよう教

育を行なうべきだ
 .07  .06  .03  .53 .81

ck
単に常識やモラルを傷つけるだけの行為をする人にも, そのような行為

をしないよう教育を行なうべきだ
 .17 -.04  .12  .46 .78

cso 実際に犯罪が起きる前に, 予防のための援助を行なうべきだ  .18 -.23  .10  .43 .87

a 板山（2014）の厳罰志向性尺度をもとに作成した項目を示す。
b「非常にそう思う」「かなりそう思う」「どちらかと言えばそう思う」 と答えた回答者の割合を示す。

Table 2-4

刑事司法に対する態度尺度の因子分析結果 (最尤法・プロマックス回転）

注) 各項目文頭の略号は， kg: 「刑罰の厳罰化」， ks: 「刑罰の早期化」，kk: 「刑罰の拡大化」，csu: 「治療の推

進化」，cso: 「治療の早期化」，ck:「治療の拡大化」をそれぞれ想定して作成されたことを示す。
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た。最終的な項目数は 22 となった（Table 2-4）。 

 第 1 因子および第 3 因子には，「刑罰の厳罰化」と「治療の推進化」として想定した項目

のみが含まれた。そのため，これらの因子を想定通り「刑罰の厳罰化」および「治療の推進

化」と名付けた。また，第 2 因子および第 4 因子に含まれた項目は，「刑罰（治療）の早期

化」「刑罰（治療）の拡大化」の項目だった。つまり刑罰と治療の「早期化」と「拡大化」

として想定した項目が，それぞれあわさり一つの因子を形成していた。このことから，それ

らの因子を「刑罰（治療）の早期拡大化」と命名した。したがってこれらの因子の構成概念

は，「より早い段階で，より多くの行為を刑罰（教育や治療）という手段によって取り締ま

ることを支持する態度」である。各因子の Cronbach の α 係数は αs > .81 であり, 十分な値を

示した。 

 

第 2 項 性差の検討 

 Welch の t 検定を用いて，各下位因子の性別ごとの得点に有意差が見られるかを検討し，

効果量（Hedges’ d）を算出した（Table 2-5）。その結果，「刑罰の早期拡大化」因子の得点の

みに有意差が見られ，男性と比べて女性の方が刑罰の早期拡大化を支持することが示され

た。 

 

第 3 項 併存的妥当性の検討 

 作成した尺度の併存的妥当性を検討するために，厳罰志向性尺度に加え，犯罪の責任帰属

スタイル尺度ならびに治療尺度との相関を算出した（Table 2-6）。想定の通り，厳罰傾向の

下位要素である「刑罰の厳罰化」ならびに「刑罰の早期拡大化」は，厳罰志向性（rs = .79, .35）

と犯罪者に対する責任帰属（rs = .18, .20）と有意な正の相関を示した。また治療傾向の下位

M (SD) M (SD)

刑罰の厳罰化 3.52 1.19 3.58 0.97 t (172.01) = 0.41 .05

刑罰の早期拡大化 2.71 0.89 2.97 0.74 t (171.70) = 2.53 ** .33

治療の推進化 3.68 1.06 3.63 0.85 t (169.81) = 0.38 .05

治療の早期拡大化 3.81 0.79 3.97 0.72 t (189.55) = 1.64 .20

** p < .01。

Table 2-5

性別による刑事司法に対する態度尺度のWelchのt検定の結果

男性 (n = 103) 女性 (n = 202)
t  (df) Hedges' d
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要素である「治療の推進化」ならびに「治療の早期拡大化」は，改善更生への支持と有意な

正の相関を示し（rs =.75, .20），犯罪者に対する責任帰属とは有意な負の相関を示した（rs = 

-.22, -.15）。 

 

第 5 節 小括 

本研究では，刑事司法に対する態度を測定する尺度を作成し，その信頼性および妥当性を

検証することを目的とした調査を行った。法学における理論的枠組みを援用し，刑事司法に

対する態度に含まれる 6 つの要素を想定した項目を作成し，質問紙による調査を行い，非専

門家である大学生が刑事司法を実際にどのように捉えているかを明らかにした。その結果，

一定の信頼性と妥当性を有する尺度が作成された。 

本論文の目的と関連して得られた示唆は以下の 2 点である。第一に，より早い段階での刑

罰の賦課を支持する「刑罰の早期化」と，より幅広い行為に対する刑罰の賦課を支持する「刑

罰の拡大化」は，独立した因子としては抽出されず，大学生の態度においては峻別されてい

ないことが示唆された。とはいえ，たとえば近年話題になったテロ等準備罪によって新たに

犯罪になった行為が，行為の準備行為を行ったというより早い段階で犯罪とされるように

なったのか，それとも以前は犯罪ではなかった準備行為も含む形でより多くの行為が犯罪

とされるようになったのかを峻別するのはきわめて困難である。そのように考えれば，本研

究の結果は論理的に妥当な結果だと思われる。 

関連して第二に，刑罰の早期化と拡大化が合わさった「刑罰の早期拡大化」と，犯罪者に

対するより厳しい刑罰の賦課を支持する「刑罰の厳罰化」は独立した因子として抽出された

1 刑罰の厳罰化

2 刑罰の早期拡大化 .48 **

3 治療の推進化  -.39 **  -.11 †

4 治療の早期拡大化 .08 .34 ** .37 **

5 厳罰志向性尺度 .79 ** .35 **  -.57 **  -.04

6 更生への支持  -.59 **  -.28 ** .75 ** .20 **  -.71 **

7 犯罪者に対する責任帰属 .18 ** .20 **  -.22 **  -.15 ** .23 **  -.37 **

** p < .01, † p < .10。

α

0.74 0.69 0.81 0.72

.90 .83 .87 .81 .88 .80 .64

M

SD

3.57

1.05

刑事司法に対する態度尺度の下位因子と他尺度との相関

7

2.88 3.64 3.92 3.20 4.26 3.76

0.80 0.92

1 2 3 4 5 6

Table 2-6
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ことから，これらの概念は区別されていることが示唆された。すでに犯罪とされている行為

にさらに厳しい刑罰を科すことと，これまで犯罪とされていなかった行為に刑罰を科すよ

うにすることは，同じ厳罰化ではあっても，やはり異なる概念と考えられることからすれば，

このような形で因子が抽出されたことは論理的にも妥当な結果であると思われる。 

以下の研究では，本研究で作成された尺度のうち，厳罰傾向の 2 因子（刑罰の厳罰化と早

期拡大化）を用いて，それらの因子がどのような要因によって規定されるのかを検討してい

く。 
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第 3 章 犯罪不安との関連（研究 2） 

 

第 1 節 背景と目的 

本章では，犯罪不安と厳罰傾向の関連を検討する。具体的には，犯罪不安に関するこれま

での議論をレビューし本研究で犯罪不安をどのように概念化・測定するかを確定した上で，

前章で作成された厳罰傾向尺度との関連を検討する。 

 

第 1 項 先行研究における犯罪不安概念の混乱 

犯罪不安（fear of crime）は厳罰傾向の規定要因としておそらく最も頻繁に検討されてき

た変数の 1 つである（e.g., Costelloe et al., 2002; Johnson, 2001; Unnever et al., 2007）。しかし，

これまでの研究では犯罪不安の概念には混乱がみられることが指摘されてきた（Hough, 

2004）。つまり，犯罪不安に関する初期の研究では，世論調査で用いられるような「夜一人

で歩くことに不安を感じるか」といった比較的単純な項目が犯罪不安の指標とされること

が多かった（e.g., Liska, Lawrence, & Sanchirico, 1982）29。これに対しより近年の研究では，

複数の項目を用いて尺度の妥当性を高めようとしている研究が多い。たとえば，Costelloe et 

al.（2002; c.f., Costelloe, Chiricos, & Gertz, 2009）では，「自分の車が盗まれること」や「殺さ

れること」など 6 つの項目を提示し，それぞれに対してどの程度不安を感じるかを犯罪不安

の尺度としている。 

また，犯罪不安と類似した概念として，犯罪への憂慮（concern for crime）という名称を用

いている研究も多い（e.g., Costelloe et al., 2009; Maruna & King, 2009）。Maruna & King（2009）

では，犯罪への憂慮を測定するために，「私は自分が犯罪の高いリスクにさらされていると

思う」と「私の住んでいる場所では犯罪は深刻な問題だ」という 2 つの項目を用いている。

さらに，フロリダ州で調査を行った Costelloe et al.（2009）は，「アメリカにおける犯罪」「フ

ロリダにおける犯罪」「フロリダにおける暴力犯罪」「麻薬取引」のそれぞれに回答者がどの

程度憂慮しているかを尋ね，それらを合成したものを犯罪への憂慮の指標としている。 

さらに，犯罪不安や犯罪への憂慮とは異なる変数として，犯罪が増加しているという認知

あるいは自分が犯罪の被害に遭う可能性の見積もりを用いる研究も多い（e.g., Hogan, 

 
29  比較的近年でも世論調査の二次分析を行っている研究では，このような項目が用いられ

ることがある（e.g., Johnson, 2001; Unnever et al., 2007）。 
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Chiricos, & Gertz, 2005; Metcalfe, Pickett, & Mancini, 2015; Pickett, Mancini, & Mears; 2013; Soss, 

Langbein, & Metelko, 2003）。たとえば前者の変数について Hogan et al.（2005）は，過去 6 カ

月に犯罪が増加したと思うかを犯罪増加認知の指標としている。また後者の変数について

Metcalfe et al.（2015）は，「見知らぬ人に殴られること」や「強姦されたり性的に暴行をされ

ること」などの 4 項目について，来年に自分か自分の家族がその被害に遭う可能性がどの程

度あると思うかを尋ねている。 

以上のように，犯罪不安という名称を用いる研究でもその構成概念ないし測定法には時

代とともに変遷が見られる。また犯罪不安と類似した概念である犯罪への憂慮，犯罪が増加

しているという認知や自分ないし家族が犯罪の被害に遭う可能性を検討している研究もあ

る。そして，これらの概念ないし名称の区別はしばしば曖昧である30。そのため，これらの

研究をどのように整理するかが問題となる。 

 

第 2 項 犯罪不安概念の整理 

 そのような整理を試みた研究では，それまでの研究を，「犯罪不安／被害リスク知覚」と

いう軸と「社会的／個人的」という軸で区別することが多い（荒井・藤・吉田, 2010; Bott & 

Koch-Arzberger, 2012; Ferraro, 1995）。まず前者の「犯罪不安／被害リスク知覚」という軸に

ついて述べると，前者の犯罪不安は，「犯罪や，犯罪に関連するシンボルに対する情緒的反

応」を指し，後者の被害リスク知覚31は，「ある状況下で犯罪被害に遭う主観的確率」を指す

（島田・鈴木・原田, 2004）。このような区別は多くの研究で採用されている（Armborst, 2014; 

橋本, 2012; Jackson, 2004, 2006; Mühler & Schmidtke, 2012; 中谷内・島田, 2008; 小俣, 2012）。 

 また，第二の軸として，犯罪不安と被害リスク知覚は，それらが社会的水準のものか個人

的水準のものかという点でも区別される（荒井他, 2010; Bott & Koch-Arzberger, 2012）。前者

の社会的水準の犯罪不安／被害リスク知覚とは，個人が住む社会全体における犯罪に対す

る不安やその発生の可能性の見積もりであり，後者の個人的水準の犯罪不安／被害リスク

 
30 たとえば，上記の Maruna & King（2009）が用いている犯罪への憂慮の項目（「私は自分

が犯罪の高いリスクにさらされていると思う」）は，犯罪の被害に遭う可能性とも捉えるこ

とができる。 

31 「犯罪リスク認知」（阪口, 2013; 中谷内・島田, 2008）などの語も用いられるが, 本論文で

は島田他（2004）に従い「被害リスク知覚」に統一する。 
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知覚とは，自分自身が犯罪に遭うことに対する不安ないしその可能性の見積もりを指す32。 

 以上の軸の組み合わせから，社会全体で犯罪が生じる可能性の見積もりである「社会的被

害リスク知覚」，自分が犯罪の被害にあう可能性の見積もりである「個人的被害リスク知覚」，

社会全体で生じる犯罪への不安である「社会的犯罪不安」，自分が犯罪にあうのではないか

という「個人的犯罪不安」が区別されることになる（Figure 3-1）。本研究が依拠する

Hirtenlehner et al.（2016）のモデルでは，犯罪不安が検討されている。そのため，以下では

（社会的／個人的）犯罪不安に焦点を当てることとする33。 

 
32  英語圏において「社会的／個人的」という犯罪不安の区別は比較的に近年になってから

導入されたものであるが，Gerber, Hirtenlehner, & Jackson（2010）は，ドイツ語圏（ドイツ，

オーストリア，スイスなど）の研究では，個人的犯罪不安と社会的犯罪不安がかなり早い段

階から区別されていたことを指摘している。 

33  （社会的／個人的）被害リスク知覚と厳罰傾向および犯罪不安の関連を検討した研究と

しては，向井（2019），向井・藤野（2021）などを参照。関連して，（社会的・個人的）被害

リスク知覚と犯罪・刑罰についての知識量を検討した研究として松木・向井（2020）などが

ある。 
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このような区別から先行研究を見ると，社会的犯罪不安と個人的犯罪不安に対応すると

捉え得る変数はどちらも厳罰傾向と正に関連することが示されている。上述の Costelloe et 

al.（2009）の「自分の車が盗まれること」や「殺されること」についての不安を尋ねた項目

は回答者自身が各罪種に遭遇する不安を測定しているため個人的犯罪不安に対応する。他

方で，「アメリカにおける犯罪」「フロリダにおける犯罪」「フロリダにおける暴力犯罪」「麻

薬取引」のそれぞれに回答者がどの程度憂慮しているかを尋ねた項目は，アメリカやフロリ

ダという社会全体の犯罪に対する不安を測定しているため，社会的犯罪不安に対応する34。

そして，Costelloe et al.（2009）はこれらの変数がどちらも厳罰傾向と正に関連することを示

している。 

また，Armborst（2014）では，「住居侵入（Wohnungseinbruch）」や「公道上での盗難（Bestohlen 

auf offener Straße）」などの「個人に対する違反」と，「経済犯罪」や「贈収賄／汚職」などの

「社会全体に対する違反」を分けた上でそれぞれについての不安が尋ねられている。分析の

結果，これらの変数はともに厳罰傾向と正に関連することが示されている。これは Coestelloe 

et al.（2009）の測定法とは異なるものの，社会的犯罪不安と個人的犯罪不安はともに厳罰傾

向と関連することを示しているという点で，類似した方向性を示す研究であると捉えられ

る。 

さらに，これらの個人的犯罪不安と社会的犯罪不安に加え，Keßler（2014）は，犯罪の被

害者として想定される対象が自分であるか身近な他者であるかについても区別すべきであ

ると主張しており，「身近な人（家族，配偶者，友人）が犯罪の被害者になることへの情緒

的な心配」を代理的（stellvertretend）犯罪不安と定義している。この代理的犯罪不安につい

ても，厳罰傾向と正に関連することが示されており（Keßler, 2014），個人的犯罪不安と社会

的犯罪不安に加えて検討しておく価値があると思われる。 

また，Hirtenlehner et al.（2016）では，犯罪不安は「窃盗」や「傷害」など 5 つの罪種に対

してそれぞれの被害に遭うことをどの程度恐れているかを尋ねる形で測定されており，個

人的犯罪不安が検討の対象とされていた。しかし，上述のように犯罪不安には個人的犯罪不

安の他にも社会的犯罪不安および代理的犯罪不安という下位概念が提示されていることを

 
34 「麻薬取引」については社会全体についてであることは明示されていないが，この項目は

他の 3 つの項目の後に提示されていたという文脈から，多くの回答者はアメリカないしフ

ロリダにおける「麻薬取引」を想定して回答したと思われる。 
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鑑みれば，モデルの検討に先立ち，これらの 3 種の犯罪不安と厳罰傾向の関連を検討し，モ

デルにどの変数を組み込むべきか，言い換えれば Hirtenlehner et al.（2016）のように個人的

犯罪不安のみを測定するので十分であるかについて示唆を得ておく必要がある。そこで本

章では犯罪不安を，社会的犯罪不安，個人的犯罪不安，代理的犯罪不安の 3 つに区別した上

で厳罰傾向との関連を検討する。 

 

第 2 節 方法 

第 1 項 調査の手続きと調査対象者 

GMO リサーチモニターを対象に，2017 年 8 月にウェブ調査を行った。具体的な調査の手

続きとしては，筆者が作成した質問ページが，同社の保有する募集サイト上に掲示され，そ

れを目にして関心を持ったモニターが質問ページに進み，回答を完了するという手順がと

られた。最終的に 330 名（男性 187 名，女性 143 名）が回答を完了したため，これらの人の

データを分析対象とした。平均年齢は 48.3 歳（SD＝13.3）であった。 

 

第 2 項 調査内容 

1. 厳罰傾向 

 研究 1（第 2 章）で作成された尺度のうち，厳罰傾向を測定する 2 因子（刑罰の厳罰化お

よび早期拡大化）を用いた。 

 

2. 犯罪不安 

荒井他（2010）によって作成された犯罪に対する感情的反応尺度の下位因子である「社会

の治安に対する不安」因子（例：「社会全体の治安に対して不安を感じる」）と，「自分が被

害にあう不安」因子（例：「自分が犯罪の被害にあうのではないかと不安を感じる」）の 2 因

子を用いた。前者が個人的犯罪不安，後者が社会的犯罪不安に該当するものであった。代理

的犯罪不安の測定には，個人的犯罪不安の項目の「自分」を「身近な人」に変更した 2 項目

を作成した。それぞれの項目に「全くそう思わない」（1）から「非常にそう思う」（5）の 5

件法で回答を求めた。 

 

3．統制変数 

 回答者の年齢と性別を尋ねた。 
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第 3 節 結果 

第 1 項 相関 

測定した各変数の記述統計を Table 3-1 に示す。厳罰傾向と犯罪不安の各下位因子の α 係

数は.89 以上であり，いずれも十分な内的一貫性が示された。 

刑罰の厳罰化への支持と早期拡大化への支持は，個人的犯罪不安（rs= .18, .30, ps < .01），

社会的犯罪不安（rs= .39, .25, ps < .01），代理的犯罪不安（rs = .21, .27, ps < .01）と有意な相

関を示した。 

 

第 2 項 重回帰分析 

Hirtenlehner et al.（2016）のモデルでは，厳罰傾向が従属変数，犯罪不安が独立変数とい

う関係性が想定されている。そこでこれに従い，刑罰の厳罰化への支持と早期拡大化への支

持を従属変数，犯罪不安の 3 変数を独立変数，年齢，性別，法学教育を統制変数とした重回

帰分析を行った（Table 3-2）。その結果，刑罰の厳罰化への支持は，社会的犯罪不安（β = .48, 

p < .01）と正の関連を示した。他方の刑罰の早期拡大化への支持は，個人的犯罪不安（β = .22, 

p < .05）と正の関連を示した。代理的犯罪不安は，どちらの従属変数とも有意な関連を示さ

なかった（|β|s < .06, ps > .49）。 

なお，各変数の VIF はすべて 3.46 以下であったため，多重共線性の問題はないと判断し

た。 

1 刑罰の厳罰化

2 刑罰の早期拡大化 .63 **

3 社会的犯罪不安 .39 ** .25 **

4 個人的犯罪不安 .18 ** .30 ** .57 **

5 代理的犯罪不安 .21 ** .27 ** .65 ** .81 **

6 年齢 -.01 -.05 .05 -.17 ** -.08

7 性別a .04 -.02 -.08 -.04 -.01 .28 **

―
a 男性=1, 女性=0。** p < .01, *p < .05。

.94 .92 .89 .91

1.00 1.03 0.73 0.77 0.77 13.28

3.52 3.51 3.17 3.18 48.26M

SD

α

4.18

.94

記述統計および相関係数

Table 3-1

1 2 3 4 5 6
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第 4 節 小括 

本研究では，厳罰傾向と個人的犯罪不安，社会的犯罪不安，代理的犯罪不安を取り上げ，

これらの犯罪不安の下位概念と厳罰傾向が日本においてどのような関連を示すのかを検討

した。 

その結果，厳罰傾向の下位概念である刑罰の厳罰化は社会的犯罪不安と関連し，刑罰の早

期拡大化は個人的犯罪不安と関連することが示された。一方で，代理的犯罪不安は単相関こ

そ有意であったものの，他の水準の犯罪不安を統制した場合には厳罰傾向と有意な関連を

示さなかった。これらのことからして，厳罰傾向の個人差を説明する上では，個人的犯罪不

安だけでなく社会的犯罪不安も考慮に入れる必要があること，ならびに代理的犯罪不安の

重要性は個人的犯罪不安ならびに社会的犯罪不安と比べると相対的に小さいことが示唆さ

れた。 

  

B S.E. B S.E.

社会的犯罪不安 .66 .10 .48 ** [ .34 , .61 ] .17 .10 .12 † [ -.02 , .26 ]

個人的犯罪不安 -.08 .12 -.06 [ -.21 , .13 ] .30 .12 .22 * [ .07 , .43 ]

代理的犯罪不安 -.07 .12 -.06 [ -.25 , .12 ] .01 .13 .01 [ -.19 , .19 ]

年齢 -.01 .00 -.08 [ -.18 , .03 ] .00 .00 -.02 [ -.13 , .09 ]

性別a .20 .11 .10 † [ .00 , .21 ] .01 .12 .01 [ -.09 , .12 ]

R 2

adj. R 2

a男性=1, 女性=0。bあり=1, なし=0。**p  < .01, *p  < .05, †p <  .10。

厳罰傾向を従属変数とした重回帰分析

Table 3-2

.17**

刑罰の厳罰化 刑罰の早期拡大化

β

.10**

.10**

95% CI 95% CIβ

.17**
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第 4 章 経済的不安および排外主義的態度との関連（研究 3） 

 

第 1 節 背景と目的 

本章では，経済的不安および排外主義的態度と厳罰傾向の関連を検討する。 

 

第 1 項 経済的不安と厳罰傾向の関連 

 経済的不安は，犯罪不安と比べると比較的近年になってから着目されるようになった変

数であり，研究の数も相対的に少ない。そのような数少ない研究として，Costelloe et al.（2009），

Hogan et al.（2005），King & Maruna（2009），Hartnagel & Templeton（2012）がある。Costelloe 

et al.（2009）では，経済的不安を測定する項目として，「先のことを考えて来年の今頃に，

あなたは今よりも金銭的に裕福になっていると思いますか，それとも余裕がなくなってい

ると思いますか」という項目を用いている。また Hogan et al.（2005）では，将来の経済的不

安と現在の経済的不安を区別している。前者の将来の経済的不安については，Costelloe et al.

（2009）の項目を用い，後者の現在の経済的不安については，「あなたは今，一年前と比べ

て金銭的に裕福だと思いますか，それとも金銭的に余裕がないと思いますか」という項目を

用いている。さらに，King & Maruna（2009）では，個人的な経済的不安と全般的な経済的

不安を区別している。前者の個人的な経済的不安を測定する項目は，「私は自分の金銭状況

に満足している」であり，後者の全般的な経済的不安を測定する項目は，「私はイギリスの

経済が深刻な問題を抱えていると思う」であった。Hartnagel & Templeton（2012）では，「今

現在，私は生活していくために自分が持っているお金の量に満足している」という項目が用

いられている。 

 このように多様な形で測定されてきた経済的不安と厳罰傾向の関連は一貫していない。

Hartnagel & Templeton（2012），Hogan et al.（2005），Costelloe et al.（2009）では経済的不安

と厳罰傾向の間には有意な関連が見られなかった35。他方で，King & Maruna（2009）では，

 
35 ただし，Hogan et al.（2005）では，白人とそれ以外の人種にサンプルを分け，白人以外の

人種群では，将来の経済的不安は厳罰傾向と正に関連することが示されている。また，

Costelloe et al.（2009）では，男性群では「来年には経済状況が悪くなっている」という認知

が厳罰傾向と正に関連することが示されている。 



53 
 

個人的な経済的不安は厳罰傾向と無関連であったものの，全般的な経済的不安は厳罰傾向

と正に関連することが示されている。 

 おそらくこのような知見の不一致の一因は測定法の不一致ないし不適当さにあると思わ

れる。つまり，これまでの研究では，すべての研究が単一項目を用いている。個人的な経済

的不安や全般的な経済的不安を区別する研究（King & Maruna, 2009）や将来と現在の経済的

不安を区別する研究（Hogan et al., 2005）が存在することが示唆するように，経済的不安は

一定程度の複雑性を有する概念であると思われる。そのため，このような複雑な概念を単一

の項目で測定することが適当かには疑問が残る。また，Hogan et al.（2005）や Costelloe et al.

（2009）では経済的不安はダミー変数とされており，このことも経済的不安の検出力を低下

させていると考えられる。したがって，これらの問題に対処し，経済的不安と厳罰傾向の関

連をより適切に理解するためには，先行研究で検討されている経済的不安の諸側面を含め，

ダミー変数ではなく連続的な変量として捉える必要がある。 

 上で述べたように，経済的不安についても他の尺度と同じように既に作成され確立した

尺度を用いることが望ましいが，現在の心理学における研究では経済的不安を測定する尺

度は作成されていない。そこで，本研究では，Hirtenlehner et al.（2016）の尺度を翻訳して用

いることとする。 

 

第 2 項 排外主義的態度と厳罰傾向の関連 

排外主義的態度は，「見知らぬ人々や，コミュニティ外に存在する外集団一般に対する不

安」ないし「不信」（Baker, Cañarte, & Day, 2018, p. 365）と定義される。これと類似した概念

として人種主義があるが，人種主義は劣っていると見なされる特定の外集団の身体的特徴

に焦点が当てられるという点で排外主義とは区別される（Baker et al., 2018）。 

このように定義される排外主義的態度と厳罰傾向の関連を個人レベルで直接的に検討し

た研究は経済的不安にもまして少なく，管見の限り Baker et al.（2018）と Chiricos, Stupi, Stultz, 

& Gertz（2014）しか存在しない36。Baker et al.（2018）では，「移民は経済を枯渇させる原因

 
36 社会レベルの厳罰化と排外主義の関連を検討した研究としては Hirtenlehner, Bacher, Ober-

wittler, & Hummelsheim（2012）や Lappi-Seppälä（2008）がある。Hirtenlehner et al.（2012）

では，外国人を拒否する傾向が強いヨーロッパの国では，厳罰傾向も強いことが示されてい

る。Lappi-Seppälä（2008）では，移民に対する反感が強い国ほど収監率が高く，この収監率
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である」や「移民はアメリカ市民と比べて犯罪をおかしやすい」などの 6 項目が用いられて

おり，これらの項目から構成される排外主義的態度は，厳罰傾向と正に関連することが示さ

れている。 

Chiricos et al.（2014）では，不法滞在に対する取締りの強化が従属変数とされており，排

外主義的概念と類似した項目としては，「違法」な移民は「アメリカ人としてのナショナル

アイデンティティという絆を弱体化させる」などの文化的脅威認知および，「社会サービス

への要求を増加させ，税金を増加させる」などの経済的脅威認知が用いられている。これら

の文化的脅威認知および経済的脅威認知は，どちらも取締りへの強化と正に関連すること

が示されている。 

また，上述のように，排外主義は全般的な外集団に対する不安ないし不信であるのに対し，

人種主義は特定の集団に向けられた劣等視であるという点で概念上区別される（Baker et al., 

2018）。しかし，人種主義は，西欧で頻繁にみられる「白人 対 黒人」という文脈の中で

（Sundstrom & Kim, 2014），厳罰傾向との関連が極めて多く検討されている（Barkan & Cohn, 

1994; Chiricos, Welch, & Gertz, 2004; Dambrun, 2007; Johnson, 2001, 2008; Pickett & Chiricos, 

2012; Unnever & Cullen, 2010）。また，排外主義者は通常人種主義者でありその逆もしかりと

いったような形で（Baker et al., 2018），両概念は密接に結び付いているため，人種主義と厳

罰傾向の関連を検討しておくことは，排外主義的態度と厳罰傾向の関連の強さを裏付ける

ことになると思われる。そこで以下では人種主義と厳罰傾向の関連についても検討する。 

そのような研究の 1 つとして Johnson（2001）は，人種的偏見が高いほど，厳罰傾向が高

いことをアメリカの社会調査データを用いて示している。また，日本を含む 4 か国（イギリ

ス・フランス・スペイン）で行われた調査を二次分析した Unnever, Cullen, & Jonson（2008）

は，「あなたのコミュニティに外国人が増えることに賛成するか反対するか」などの項目で

測定される人種的・民族的反感（racial or ethnic animus）が，死刑への支持と正の関連を示す

ことを報告している。くわえて，Unnever & Cullen（2010）は，刑事司法に対する不信が厳

罰傾向につながるとするモデル，道徳が低下しているという認知が厳罰傾向につながると

するモデル，人種的マイノリティに対する反感とステレオタイプによって測定される人種

的反感が厳罰傾向につながるとするモデルをそれぞれ検討し，最後のモデルが最も高い説

明力を有することを示している。 

 
は当該国の厳罰傾向と相関することが示されている。 
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以上のように，排外主義的態度と厳罰傾向の関連を検討した研究（Baker et al., 2018; 

Chiricos et al., 2014）では，両変数間には正の関連が見られることが報告されている。また，

排外主義的態度とは概念的には異なるものの類似した変数とされる人種主義（ないし人種

的・民族的反感）も，厳罰傾向と正に関連することが一貫して報告されている。 

経済的不安および排外主義的態度に関する以上のレビューを踏まえ，次節以降では，経済

的不安および排外主義的態度と厳罰傾向の関連を検討する。 

 

第 2 節 方法 

第 1 項 調査の手続きと調査対象者 

大学および専門学校に通う学生に質問紙を配布した。具体的な手順としては，授業の終了

後に質問紙を配布し，回答に同意した学生に回答を行ってもらった。回答が完了した質問紙

はその場で回収した。調査は 2019 年 7 月に行われた。回答を完了した 239 名（女性 107 名，

男性 119 名，無回答 13 名，平均年齢 21.58 歳，SD = 5.49）のデータを分析対象とした。欠

損値はペアワイズで除外した。 

 

第 2 項 調査内容 

1. 厳罰傾向 

 研究 1（第 2 章）で作成された尺度のうち，刑罰の厳罰化因子のみを用いた37。 

 

2. 経済的不安 

この概念については，上述の通り確立した日本語版の尺度が存在しないため，Hirtenlehner 

et al.（2016）によって作成された経済的不安を測定する 5 つの項目を翻訳して用いた（項目

については Table 4-1 を参照）。「以下のことについて、あなたはどの程度不安を感じていま

すか」と教示した上で，「税金が今後増加すること」などの 5 項目に，「全く不安に感じな

い」（1）から「非常に不安に感じる」（5）の 5 件法で回答を求めた。 

 

 

 
37  本調査は他の調査と同時に行われたため，構成の都合上，刑罰の早期拡大化因子は含め

ることができなかった。 
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3. 排外主義的態度 

上述のように排外主義的態度は「見知らぬ人々や，コミュニティ外に存在する外集団一般

に対する不安」ないし「不信」（Baker et al., 2018, p. 365）と定義されており，Chiricos et al.

（2014）では，この定義に概ね対応する具体的な項目内容として脅威認知が測定されている。

Hirtenlehner et al.（2016）でも「ここ（オーストリア）に住む外国人は，自分たちのライフス

タイルをもう少しオーストリア人のそれに合わせるべきだ」などの狭義の排外主義的態度

を測定する項目に加えて，Chiricos et al.（2014）と同様に，「外国人はオーストラリア人の仕

事場を奪っている」や「オーストリアに住む外国人は，社会システムにとって負担になって

いる」などの脅威認知に近い脅威・競合認知も含まれている。このような項目に類似した日

本の尺度として，金（2015）によって作成された「排外主義尺度」5 項目を用いた。「以下で

は，日本に定住しようと思って来日する（あるいは来日した）外国人についてお聞きします」

と教示した上で，「こうした外国人が増えれば，犯罪発生率が高くなる」などの項目に，「そ

う思わない」（1）から「そう思う」（5）の 5 件法での回答を求めた。 

 

4. 統制変数 

 回答者の年齢と性別を尋ねた。 

 

第 3 節 結果 

1. 予備的検討 

経済的不安は本研究で翻訳され，新たに項目を追加された尺度であるため，探索的因子分

析によって因子構造を検討した。固有値の減衰状況（3.06, 0.90, 0.65, 0.56……）と先行研究

因子負荷量 共通性

物価が上昇すること .72 .52

経済危機が訪れること .69 .47

自分の生活水準が低下すること .65 .42

年金がもらえなくなること .59 .35

税金が今後増加すること .53 .28

因子寄与 2.04

経済的不安の因子分析結果（最尤法）

Table 4-1
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および上述の理論的想定から，1 因子構造と判断した（Table 4-1）。 

その他の尺度（厳罰傾向，個人的犯罪不安，排外主義的態度）については，先行研究です

でに因子構造が確認されているため，Cronbach の α 係数を算出し，信頼性を確認した。そ

の結果，排外主義的態度の α 係数が多少低かったが（α = .65），項目数が比較的少ないこと

に起因するものと考え，除外は行わなかった。 

以上で確定された変数の平均値，標準偏差，α 係数および変数間の相関係数を Table 4-2 に

示す。厳罰傾向は，経済的不安（r = .24, p < .01）および排外主義的態度（r = .18, p = .01）と

有意な正の相関を示していた。 

 

2. 重回帰分析 

 刑罰の厳罰化を従属変数，排外主義的態度および経済的不安を独立変数として重回帰分

析を行った。年齢と性別は統制変数として統制した。Table 4-3 に示されるように，排外主義

的態度（β = .16, p = .02）と経済的不安（β = .26, p < .01）はともに正の関連を示した。 

  M SD α

1 刑罰の厳罰化 3.65 1.04 .88

2 経済的不安 3.94 0.68 .77 .24 **

3 排外主義的態度 2.27 0.64 .65 .18 ** .12 †

4 年齢 21.58 5.49 ― .04 .09 -.07

5 性別a ― ― ― .05 .03 -.11 † -.03
a男性=1, 女性=0。**p < .01, *p < .05, †p < .10。

Table 4-2

使用変数間の相関係数，平均値，標準偏差，α 係数

1 2 3 4

B S.E.

経済的不安 .27 .11 .16 * [ .03 , .29 ]

排外主義的態度 .39 .10 .26 ** [ .13 , .39 ]

年齢 .01 .01 .05 [ -.07 , .18 ]

性別a .17 .13 .08 [ -.04 , .21 ]

R 2

Adj. R 2 .09**

.11**

a 男性=1, 女性=0。**p < .01, *p < .05。

刑罰の厳罰化を従属変数とした重回帰分析

Table 4-3

95% CIβ

刑罰の厳罰化
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このモデルの VIF は 1.03 以下であり，上記の結果は多重共線性によるものではないと判

断できる。 

 

第 4 節 小括 

 本研究では，経済的不安および排外主義的態度と厳罰傾向（刑罰の厳罰化）との関連を検

討した。その結果，これら 2 つの変数は独立して厳罰傾向と有意に関連することが示され

た。このことから，厳罰傾向の個人差を説明するモデルにこれら 2 つの変数を含めることは

妥当であることが示唆された。 

 他方で本研究で用いた排外主義的態度の信頼性が低いことも問題点として示された。こ

の結果から，以下でモデルを検証する際には別の尺度を用いる必要があることが示唆され

た。 
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第 5 章 アイデンティティの不安定性との関連（研究 4） 

 

第 1 節 背景と目的 

本章では，アイデンティティの不安定性と厳罰傾向の関連を検討する。第 1 章第 1 項第 2

節で述べたように，後期近代論においてアイデンティティの不安定性は厳罰化の一因とな

ったことが指摘されている（Bauman, 1998 伊藤訳 2008, 2000 森田訳 2001; Young, 1999 青

木他訳 2007）。しかし，これらの議論におけるアイデンティティの不安定性ないし存在論的

不安は，社会レベルの厳罰化や社会変動についての議論であるため，個人レベルの変数とし

てそのまま扱うことは困難である。他方の実証研究においては，まず第 1 章第 4 節で述べ

た通り，アイデンティティの不安定性は Hirtenlehner et al.（2016）のモデルには変数として

含まれておらず，アイデンティティの不安定性と厳罰傾向の関連を検討した研究は管見の

限り存在しない。そのため，アイデンティティの不安定性を本論文で提案するモデルに組み

込むためには，アイデンティティの不安定性の概念を明確にし，どのような尺度でそれを測

定するかを検討する必要がある。そこで以下本節では，まず Bauman や Young の議論の前提

となっている Giddens（1990 松尾・小幡訳 1993, 1991 秋吉他訳 2005）の議論を再度確認す

る（第 1 項）。続いて，Giddens の議論で参照されている Erikson（1980 西平・中島訳 2011）

のアイデンティティ論を紹介し，その議論の枠組みの中で作成された尺度を用いることが

後期近代論におけるアイデンティティを測定する上で適当であることを論じる（第 2 項）。

最後に，用いる具体的な尺度を検討する（第 3 項） 

 

第 1 項 Giddens におけるアイデンティティ 

 厳罰化の原因を後期近代化に求める議論では，後期近代化という現象を理解するための

理論的枠組みとして Giddens（1990 松尾・小幡訳 1993, 1991 秋吉他訳 2005）が参照され

る。既に述べた通り，Giddens（1990 松尾・小幡訳 1993, 1991 秋吉他訳 2005）の議論にお

いては，現代の社会は「近代」という社会体制が不安定になることで誕生した「後期近代社

会」であると捉えられる。このような後期近代社会の中においては，かつての近代社会にお

いて様々な水準の社会体制（家族，地縁共同体，国家等）によって提供されていた「存在論

的安心」，すなわち「自己のアイデンティティの連続性にたいして，また，行為を取り囲む

社会的，物質的環境の安定性にたいしていだく確信」（Giddens, 1990 松尾・小幡訳 1993, pp. 

116-117）が社会の流動化に伴って提供されなくなり，その裏返しとして「存在論的不安」が
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増大する。そして，このような存在論的不安の増大が排他性などの様々な社会現象に影響を

及ぼしているというのが Giddens の議論である。 

以上のように Giddens の議論は様々な水準の社会体制の弱体化という非常に広汎な社会

現象を理論の射程に含んだものである。このことは一方で理論の適用範囲を拡大している

が，他方でそこで論じられる存在論的不安ないしアイデンティティの概念の不明確さおよ

び測定の困難さにつながっている（van Marle & Maruna, 2010）。このような点に起因し，存

在論的不安を実証的に検討している研究は（厳罰傾向以外に関する研究においても）ほとん

ど存在しない（例外として近藤・向井, 2017; van Marle & Maruna, 2010）。 

 

第 2 項 Erikson におけるアイデンティティ 

 以上のような課題に対応するため，本研究では Giddens（1990 松尾・小幡訳 1993, 1991 

秋吉他訳 2005）も参照している Erikson（1980 西平・中島訳 2011）のアイデンティティ論

を参照し，アイデンティティの概念と測定尺度を導出する。 

 Erikson（1980 西平・中島訳 2011）においてアイデンティティは，「社会的リアリティの

中で明確な位置づけを持った自我に発達しつつあるという確信」と定義され（Erikson, 1980 

西平・中島訳 2011, p. 7），この確信は自分自身の斉一性と連続性を自らが知覚すること，な

らびに他人がその斉一性と連続性を認めるという事実を知覚するという 2 つの観察から生

じるとされる。言い換えれば，自分がどのような人間であるかについて連続的かつ安定した

認識を持つこと，ならびに他人によっても自分がそのような人間として連続的かつ安定的

に認められているという認識を持つことが，アイデンティティ獲得の基礎にあるとされて

いる。そして，このようなアイデンティティが獲得された場合には，他人との親密性や，よ

り広く次の世代への思いやりを持つことができる。しかし，その一方で，連続的かつ安定的

なアイデンティティの獲得に失敗した場合，言い換えれば不安定なアイデンティティを持

ち続ける場合には，自意識の過剰や親密性獲得の困難，選択の回避などと並んで，排他的な

態度や行動を選択するようになるとされる38。 

 
38  このようなアイデンティティ理論は，現代では発達心理学の観点から参照され，個人内

における発達の問題として扱われることが多い（e.g., 無藤・久保・遠藤, 1995; 都筑, 2007）。

この点からすれば，アイデンティティの社会性を重視する理論（Giddens, 1990 松尾・小幡

訳 1993, 1991 秋吉他訳 2005）と Erikson（1980 西平・中島訳 2011）のアイデンティティ
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 以上のように，Erikson（1980 西平・中島訳 2011）と Giddens（1980 松尾・小幡訳 1993）

のアイデンティティ（ないし存在論的安心）の定義は類似しており，その帰結として排他性

などが挙げられるという点も共通している。また，次項で見るように Erikson（1980 西平・

中島訳 2011）に基づいた尺度はいくつか作成されており，測定上の利便性も高い。 

これらのことから，本研究で Giddens（1980 松尾・小幡訳 1993）による後期近代論の観

点から厳罰傾向をモデル化する上で，アイデンティティの不安定性については，Erikson

（1980 西平・中島訳 2011）に基づく尺度を利用することが適当であると思われる。 

 

第 3 項 具体的な尺度の検討 

 Erikson（1980 西平・中島訳 2011）のアイデンティティ論は非常に広く受け入れられた議

論であるため，この議論に基づく尺度も古くから作成されている（e.g., 砂田, 1979）。その 1

つである下山（1986）は，先行の尺度の問題点を修正した上で，Erikson（1980 西平・中島

訳 2011）に基づいて「自分の確立」尺度を作成している。この尺度には，下位尺度として

「確実性」（例：「今の自分は，本当の自分でないような気がする」），「受容性」（例：「私は，

生まれてきて本当によかったと思う」），「能動性」（例：「私は，やりそこないをしないかと

心配している」），「主体性」（例：「自分の行動力には自信がある」），「統制性」（例：「私は，

自分の身体や行動をコントロールできる」），「親密性」（例：「異性とのつきあい方がわから

ない」）の 6 つが含まれている。 

 多少古い尺度ではあるが，項目の具体的な内容については大きな問題点は見受けられな

いため，本研究では下山（1986）の尺度を利用するが，この尺度の項目数の合計は 40 項目

であり，他の尺度と併用するには項目数が多い。そこで，どのような形で項目数を縮減する

 
論の間には齟齬があるようにも思われる。しかし，Erikson のオリジナルの理論においては，

アイデンティティは，必ずしも個人内の「発達課題」に限定されるわけではなく，社会性を

持ったものとして捉えられていた。つまり，アイデンティティは，上述の定義で示唆される

ように，「他人が自分をどう思っているか」という要素を含んでいるため，一人で獲得する

ものではなく社会的に形成されるものとされており，そのため，たとえば社会的に大きな変

動が起こっている時期には，安定したアイデンティティを獲得することが極めて困難にな

る，といった社会的状況を加味した議論がなされていた（Erikson, 1968 岩瀬訳 1969, 1974 

五十嵐訳 1979）。 
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かが問題となるが，本研究では下位尺度のうち「確実性」因子の 11 項目のみを用いること

とした。この因子のみを用いた理由は，第一に，「まわりの動きについていけず，自分だけ

とり残されたように感じる」などの社会性を加味したように理解し得る項目が含まれてお

り，「自分がこれからどのような人間になっていくのかわからない」などの明確にアイデン

ティティが不安定化している状態を測定していると理解し得る項目が含まれていることで

ある。第二に，信頼性も十分に高い（α = .83）ことから使用に耐えると考えたことである。 

 以上の理由から，本研究では下山（1986）の尺度を用いてアイデンティティの不安定生を

測定した上で，アイデンティティの不安定性と厳罰傾向の関連を検討する。 

 

第 2 節 方法 

第 1 項 調査の手続きと調査対象者 

都内の四年制私立大学の講義後に質問紙を配布し，回答に同意した学生に回答を行って

もらった。回答が完了した質問紙はその場で回収した。調査は 2016 年 10 月から 11 月に行

われた。回答に欠損のない大学生 192 名（男性 70 名，女性 120 名，平均年齢 20.3 歳，SD = 

1.17）のデータを用いた。 

 

第 2 項 調査内容 

1．厳罰傾向 

 研究 1（第 5 章）で作成された尺度のうち，厳罰傾向を測定する 2 因子（刑罰の厳罰化お

よび早期拡大化）を用いた39。 

 

2．アイデンティティの不安定性 

下山（1986）によって作成された「自分の確立」尺度のうち，「自己存在の確実性」を測

定する「自我の確実性」因子 11 項目を使用した。「全くそう思わない」（1）から「全くそう

思う」（5）の 5 件法で回答を求めた。 

 

 
39  選択肢については共同研究者との意思疎通の不全により「全くそう思わない」（1）から

「とてもそう思う」（5）の 5 件法での提示となったが，他変数との関連については 6 件法を

用いた場合と大きな差は生じないと考えられる。 
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3．統制変数 

 回答者の年齢と性別を尋ねた。 

 

第 3 節 結果 

第 1 項 尺度および基礎的データの検討 

今回使用した変数の加算平均を尺度得点とした。またそれぞれの変数の平均値，標準偏差，

Cronbach の α 係数，相関係数を算出した。それらの結果を Table 5-1 に示す。すべての尺度

で十分な信頼性係数が得られた（αs > .84）。アイデンティティの不安定性と刑罰の厳罰化お

よび早期拡大化のあいだには有意な相関が見られた（r = .24, p < .01; r = .20, p = .01）。 

 

第 2 項 重回帰分析 

 刑罰の厳罰化と早期拡大化を従属変数，アイデンティティの不安定性を独立変数，年齢と

性別を統制変数として重回帰分析を行った（Table 5-2）。アイデンティティの不安定性は刑

罰の厳罰化（β = .23, p < .01）および刑罰の早期拡大化（β = .20, p < .01）と正の関連を示し

た。 

 

  M SD α

1 刑罰の厳罰化 2.88 0.89 .92

2 刑罰の早期拡大化 2.36 0.70 .85 .60 **

3 アイデンティティの不安定性 2.40 0.56 .84 .24 ** .20 **

4 年齢 3.64 1.06 ― .05 .05 .04

5 性別a ― ― ― .13 † .00 .06 .17 *
a男性=1, 女性=0。**p < .01, *p < .05, †p < .10。

Table 5-1

記述統計および相関係数

1 2 3 4

B S.E. B S.E.

アイデンティティの不安定性 .37 .11 .23 ** [ .09 , .37 ] .25 .09 .20 ** [ .06 , .34 ]

年齢 .02 .06 .02 [ -.12 , .16 ] .03 .05 .04 [ -.10 , .19 ]

性別a .10 .07 .11 [ -.03 , .25 ] -.01 .05 -.02 [ -.16 , .13 ]

R 2

adj. R 2

a男性=1, 女性=0。**p  < .01, *p  < .05。

.07** .04**

.06** .03**

Table 5-2

厳罰傾向を従属変数とした重回帰分析

刑罰の厳罰化 刑罰の早期拡大化

β 95% CI β 95% CI
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第 4 節 小括 

 本研究では，アイデンティティの不安定性と厳罰傾向（刑罰の厳罰化）との関連を検討し

た。その結果，アイデンティティの不安定性は刑罰の厳罰化および刑罰の早期拡大化と正に

関連することが示された。Hirtenlehner et al.（2016）では後期近代化に起因する不安に関わ

る変数として経済的不安のみが取り上げられていた。しかし，本研究でアイデンティティの

不安定性が厳罰傾向と関連することが示されたこと，ならびに本論文および Hirtenlehner et 

al.（2016）が依拠する後期近代論における議論を鑑みれば，アイデンティティの不安定性を

モデルに組み込むことが有益であることが示唆された。 

  



65 
 

第 6 章 社会的支配志向性との関連（研究 5） 

 

第 1 節 背景と目的 

 本章では，社会的支配志向性と厳罰傾向との関連を検討する。第 1 章で述べたように，社

会的支配志向性は権威主義的態度（Adorno et al., 1950 田中他訳 1980）に含まれる権威主義

的従属という下位概念を抽出したものであるため（Altemeyer, 1998），厳罰傾向と概念的な

重複が非常に大きく測定法上の問題が生じると危惧される権威主義的攻撃という概念は含

まれていない。そのため，本論文では Hirtenlehner et al.（2016）でモデルに含まれていた権

威主義的態度を社会的支配志向性に差し替えて検討する。 

 

第 1 項 社会的支配志向性の因子構造 

 上述の通り，社会的支配志向性は，「平等な集団内関係を選好するか、優越－劣等という

次元に沿って秩序立てられた集団内関係を選好するかについての一般的な態度志向」と定

義される（Pratto et al., 1994, p. 742）と定義される。この定義が既に示唆するように，この構

成概念が単一の次元によって構成されるものであるのか，それとも「平等な集団内関係を選

好する」ことと，「優越－劣等という次元に沿って秩序立てられた集団内関係を選好する」

ことという 2 つの次元によって構成されるものであるのかについては，これまで議論がな

されてきた。厳罰傾向との関連を検討するに際しても社会的支配志向性の因子構造は問題

となるため，以下で検討する。 

社会的支配志向性を測定するためにおそらく最も頻繁に用いられてきた尺度は Pratto et al.

（1994）による SDO6尺度である。この尺度は「ある集団の人たちが他の集団と比べて人生

のチャンスに恵まれているとしても，それはそれでかまわない」や「私たちは集団間の平等

を理想とするべきだ」（逆転項目）などの 16 項目から構成される。この尺度が提案された時

点ではこれらの項目は社会的支配志向性という単次元の概念を測定するものとされており， 

8 項目の正順項目に対して他の 8 項目の逆転項目を逆転して足す（あるいは逆転して平均値

を用いる）という使い方がなされていた（Sidanius & Pratto, 1999）。このように，SDO6につ

いては，すくなくとも作成当初においては，その一次元性が想定されていた。 

しかし，その後の研究では SDO が 2 因子に分かれることを示す知見が多く報告されるよ

うになっている（Ho et al., 2012; Larsson, Björklund & Bäckström, 2012; Pula, McPherson & Parks, 

2012）。中でもこの問題を最初期に指摘した Jost & Thompson（2000）は，確認的因子分析の
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結果，SDO6 の 16 項目が「集団に基づく支配」を測定する 8 項目と，「平等への反対」を測

定する 8 項目の 2 因子に分かれることを示している。また，アメリカとイスラエルで調査

を行った Ho et al.（2012）も，SDO6 が，直接的な支配を志向する態度である SDO-D と，反

平等を志向する態度である SDO-E の 2 因子に分かれることを示している。その上で，SDO-

D は直接的ないし物理的な支配を志向する態度である一方，SDO-E は，集団間の平等を否

定することを通じたより間接的ないし象徴的な支配を志向する態度であるとし，前者が戦

争への支持などの直接的な支配につながる政策への支持と正の相関を示す一方で，後者は

富の再分配への反対などの間接的な支配につながる政策への支持と正の相関を示すことを

報告している。 

日本においては SDO6 を翻訳し，同尺度が移民の受け入れや外国人に対する態度など多様

な社会的態度と関連することを示す研究が存在する（三船・横田, 2018）。しかしこの研究で

は社会的支配志向性が単次元であることが所与の前提とされており，その因子構造につい

ては検討されていない40。したがって，日本において SDO6 によって測定される社会的支配

志向性が 1 因子によって構成されることを示す知見は存在しない。 

以上のように，SDO6 が 2 因子で構成されることを示す知見が多く存在し，日本において

も 1 因子構造を示す研究が存在しないことを考慮に入れれば，2 因子構造と 1 因子構造を比

較した場合には，日本においても SDO6は 2 因子構造の方がより良い適合度を示すことが予

想される。本研究では，まずこの予想を検証する。 

 

第 2 項 社会的支配志向性と厳罰傾向の関連 

 社会的支配志向性を 1 因子と想定して厳罰傾向との関連を検討した研究では，両変数間

に正の関連があることが一貫して示されている（Pratto et al., 1994; Pratto, Sidanius, & Levin, 

2006; Sidanius et al., 1994）。日本においても向井他（2017）が，杉浦他（2014）の作成した社

会的支配志向性尺度に含まれる支配志向性と厳罰傾向との間に正の関連が見られることを

報告している。 

 他方で，社会的支配志向性を 2 因子に分けて厳罰傾向との関連を検討した研究はいまだ

少数にとどまる。Ho et al.（2012）は，厳罰傾向および死刑への支持と SDO-D および SDO-

 
40 また，2 因子を想定する研究もあるが（杉浦・杉田・清水, 2014），この研究では SDO6 に

対して多くの項目を追加しており，SDO6 をそのまま用いているとはいえない。 
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E の相関も検討しており，SDO-D は厳罰傾向および死刑への支持双方と正の相関を示す一

方で，SDO-E との間に有意な相関は見られないことを報告している。ただし，異なる尺度

（SDO7）を用いたその後の調査（Ho et al., 2015）では，サンプルごとに多少の相違はある

とはいえ，SDO-E も厳罰傾向および死刑への支持と正の相関を示すことが報告されている。

まとめると，SDO-D は安定して厳罰傾向および死刑への支持と正の相関を示し，SDO-E も

SDO-D と比べれば相関は弱く安定しないものの，概して正に相関することが示されている。

なお，日本において社会的支配志向性を 2 因子に分けて厳罰傾向との関連を検討した研究

は（社会的支配志向性の 1 つの因子のみを検討した上述の向井他（2017）を除けば），管見

の限り存在しない。 

 以上のことから，本研究では，社会的支配志向性の 2 因子が厳罰傾向とどのような関連を

示すかを検討する。 

 

第 2 節 方法 

第 1 項 調査手続きと調査対象者 

ウェブ調査会社（dataSpring 社）を通じて調査協力者を募集した。具体的な募集の手続き

としては，研究 2 と同様に，筆者が作成した質問ページが，同社の保有する募集サイト上に

掲示され，それを目にして関心を持ったモニターが質問ページに進み，回答を完了するとい

う手順がとられた。調査は 2019 年 7 月に行われた。415 名（女性 209 名，男性 206 名，平

均年齢 44.46 歳，SD = 13.85 歳）が回答を完了したため，それらの人のデータを分析対象と

した。 

 

第 2 項 調査内容 

1. 厳罰傾向 

 研究 1 で作成した尺度をもとに作成された短縮版 6 項目（向井他, 2020; 向井・三枝, 2018）

を用いた。 

 

2. 社会的支配志向性 

Pratto et al.（1994）による SDO6 尺度41の日本語版（三船・横田, 2018）を若干変更した上

 
41 より近年には，SDO7 も作成されているが（Ho et al., 2015），これには利用可能な日本語版
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で用いた42。各項目に「全く同意しない／反対する」（1）から「完全に同意する／賛成する」

（7）の 7 件法での回答を求めた。 

 

3．統制変数 

 回答者の年齢と性別を尋ねた。 

 

第 3 節 結果 

第 1 項 使用尺度の検討 

上述のように SDO の因子構造については議論があるため，まず探索的因子分析を行い因

子構造を検討した。固有値の減衰状況（日本: 6.068, 4.094, 0.942, 0.816, 0.608……）から 2 因

子解が妥当だと判断した。なお，SDO については上述のように 1 因子性を前提とする研究

があることから（三船・横田, 2018），1 因子解も検討した。上述の共分散を設定した上で適

合度を算出したところ，その値は全く許容可能なものではなく（CFI = .631, GFI = .544, AGFI 

= .403, RMSEA = .194, SRMR = .209, BIC = 20094.884），2 因子解での適合度（CFI = 886, GFI 

= 834, AGFI = .781, RMSEA = .109, SRMR = .107, BIC = 19881.543）と比べても大きく劣って

いたため，1 因子解は採用しなかった。 

2 因子解での結果を Table 6-1 に示す。第一因子には SDO6で逆転項目とされていた項目が

含まれたため，平等志向性（SDO-E）と名づけた。第二因子は正順項目とされていた項目が

含まれていたため支配志向性（SDO-D）と名づけた。これらの因子は杉浦他（2014）の平等

主義志向性因子と集団支配志向性因子とそれぞれ対応するものと考えられる。 

 

第 2 項 相関分析 

 前項で確定された因子構造をもとに記述統計および相関係数を算出した（Table 6-2）。刑

罰の厳罰化および早期拡大化は，SDO-D および SDO-E とともに有意な相関を示した（rs 

> .17, ps < .01）。 

 
の尺度も韓国語版の尺度も存在しないため，本研究では SDO6 を用いた。 

42  具体的な修正点としては，本調査は同時に韓国でも行われたため，韓国で用いる尺度と

の等価性を担保するべくバックトランスレーション法（Brislin, 1970）を用いた上で，韓国

語版の尺度（Na, 2011）と一致するよう若干訳語を変更した。 
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第 3 項 重回帰分析 

 刑罰の厳罰化と早期拡大化を従属変数，SDO-D および SDO-E を独立変数，年齢と性別を

統制変数として重回帰分析を行った（Table 6-3）。その結果，相関と同様に，支配志向性お

よび平等志向性は刑罰の厳罰化と早期拡大化と有意な関連を示した（βs < .15, ps <.01）。VIF

は 1.05 以下であったため，これらの結果は多重共線性によるものではないと判断できる。 

F1 F2

SDO10 私たちは集団間の平等を理想とすべきだ .88 -.05

SDO11 すべての人たちの集団は人生のチャンスを等しく与えられるべきだ .87 .00

SDO9 すべての集団が平等になれたら良い .86 -.04

SDO13 私たちは社会的平等を目指すべきである .86 .00

SDO12 色々な集団が置かれた条件を等しくするために、私達はできるだけのことをすべ
きである

.85 -.03

SDO14 もし私たちが色んな集団をもっと平等に扱ってきたら、私たちの問題はもっと少
なくなるだろう

.82 .01

SDO16 どんな集団も社会において支配的地位を独占するべきではない .78 -.03

SDO15 私たちは収入の平等をさらに目指すべきである .68 .10

SDO6 ある集団の人たちが上に立って、他の集団が下にいるのは、おそらくよいことだ -.05 .81

SDO4 人生で成功するためには、時として他の集団の人たちを踏み台にすることが必要
だ

-.05 .80

SDO2 自分たちが欲しいものを手に入れるためには、他の集団に対して力をふるわなけ
ればならないこともある

-.19 .70

SDO7 劣った人たちの集団は、自分たちの立場をわきまえるべきである -.02 .70

SDO8 他の集団の人たちを現状に押しとどめておくべき場合がある .13 .68

SDO1 ある集団の人たちは、他の集団の人々よりも価値がある -.06 .66

SDO3 ある集団の人たちが他の集団と比べて人生のチャンスに恵まれているとしても、
それはそれでかまわない

.19 .51

SDO5 特定の集団の人たちが身のほどをわきまえていたら、世の中の色々な問題は起こ
らないで済むだろう

.37 .43

F1: 平等志向性, F2: 支配志向性。

Table 6-1

社会的支配志向性の探索的因子分析（最尤法・プロマックス回転）

M (SD ) α

1 刑罰の厳罰化 4.37 1.15 .91

2 刑罰の早期拡大化 3.81 1.14 .89 .68 **

3 支配志向性 3.62 0.92 .94 .27 ** .23 **

4 平等志向性 4.45 1.23 .86 .24 ** .17 ** .09

5 年齢 44.46 13.85 ― .04 -.01 -.15 ** .08

6 性別a ― ― ― -.02 -.05 .04 -.16 ** .01
a 男性=1, 女性=0。** p < .01, *p < .05。

Table 6-2

記述統計および相関係数

1 2 3 4 5
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第 4 節 小括 

 本研究では，社会的支配志向性の因子構造および厳罰傾向との関連を検討した。その結果，

第一に，社会的支配志向性は 1 因子構造ではなく 2 因子構造の方が妥当であること，第二

に，社会的支配志向性の下位因子である支配志向性と平等志向性は厳罰傾向の両因子と正

に関連することが示された。これらのことからすれば，社会的支配志向性をモデルに組み込

むことは厳罰傾向との間に関連が見られている以上適当ではあるものの，支配志向性と平

等志向性は独立した因子として扱う必要があると思われる。 

 

  

B S.E. B S.E.

支配志向性 .32 .06 .26 ** [ .17 , .35 ] .28 .06 .22 ** [ .13 , .32 ]

平等志向性 .20 .04 .22 ** [ .12 , .31 ] .14 .05 .15 ** [ .05 , .24 ]

年齢 .01 .00 .07 [ -.03 , .16 ] .00 .00 .02 [ -.08 , .11 ]

性別a .01 .11 .00 [ -.09 , .10 ] -.07 .11 -.03 [ -.13 , .06 ]

R 2

adj. R 2

a男性=1, 女性=0。bあり=1, なし=0。**p  < .01, *p  < .05。

.12** .08**

.12** .07**

Table 6-3

厳罰傾向を従属変数とした重回帰分析

刑罰の厳罰化 刑罰の早期拡大化

β 95% CI β 95% CI
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第 7 章 モデルの検討（研究 6） 

 

第 1 節 各研究の知見の要約と仮説モデルの提示 

第 1 項 各研究の知見の要約 

ここまでの研究 1 から 5 では，Hirtenlehner et al.（2016）のモデルに含まれる変数を個別に

取り上げ検討してきた。それらの検討の結果得られた知見をモデルに対する示唆という観

点から要約する。 

研究 1（第 2 章）では，厳罰傾向の定義に関する先行研究をレビューした上で，厳罰傾向

を測定する尺度を作成した。具体的には，厳罰傾向を「刑罰目的にかかわらず，より厳しい

刑事制裁や犯罪政策を支持すること」と定義した上で，単純により厳しい刑罰を科すことを

支持する「刑罰の厳罰化」および従来犯罪とされてこなかった行為を犯罪として取り締まる

ことを支持する「刑罰の早期拡大化」の 2 因子からなる尺度を作成した。研究 2（第 3 章）

以下では，これらの 2 因子に基づいて検討を進めた。 

研究 2（第 3 章）では，犯罪不安を個人的犯罪不安，社会的犯罪不安，代理的犯罪不安に

分けた上で，犯罪不安と厳罰傾向の関連を検討した。その結果，厳罰傾向に対しては個人的

犯罪不安だけでなく社会的犯罪不安も関連することが示されたが，代理的犯罪不安は他の 2

つの水準の犯罪不安と比べれば相対的に重要でないことが示唆された。 

研究 3（第 4 章）では，経済的不安および排外主義的態度と厳罰傾向の関連を検討した。

分析の結果から，これらの変数はともに厳罰傾向と有意な関連を示し，モデルに組み入れる

ことが妥当であることが示唆された。他方で，排外主義的態度の尺度の信頼性が低かったこ

とから，尺度の選択に関しては再考の余地があることが示唆された。 

 研究 4（第 5 章）では，アイデンティティの不安定性と厳罰傾向の関連を検討した。その

結果，アイデンティティの不安定性は厳罰傾向と有意な関連を示した。アイデンティティの

不安定性は Hirtenlehner et al.（2016）のモデルには含まれていなかった変数であるが，後期

近代論においては経済的不安と並んで後期近代化の帰結として重要視されていた。アイデ

ンティティの不安定性が厳罰傾向と有意な関連を示したという本研究の結果はそのような

議論と一致したものであり，したがってこれを実証モデルに組み込むことは理論的にも支

持されうる。以上のことから，アイデンティティの不安定性をモデルに組み込むことは実証

的にも理論的にも適当であることが示唆された。 

 研究 5（第 6 章）では，社会的支配志向性の因子構造を検討し，厳罰傾向との関連を検討
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した。探索的・確認的因子分析の結果，社会的支配志向性は支配志向性と平等志向性の 2 因

子から構成される概念と捉えることが妥当であることが示され，これらの両因子は厳罰傾

向と有意に関連することが示された。これらのことから，社会的支配志向性は単次元の概念

ではなく 2 次元の概念として捉える必要があること，ならびに厳罰傾向と関連することが

示されたことからモデルに組み込むことが適当であることが示唆された。 

 なお，属性変数として各研究で検討してきた性別および年齢については，まず年齢につい

てはすべての研究で厳罰傾向と有意な相関ないし関連が見られなかった。また，性別につい

ては，研究 1 では，刑罰の早期拡大化因子において男女差が見られた。しかし，その後の研

究のうちでは，5％水準で有意に達したものはなかった。これらの結果から，Hirtenlehner et 

al.（2016）を修正して，年齢および性別をモデルに追加する必要性は乏しいことが示唆され

た。 

 

第 2 項 仮説モデルの提示 

以上の示唆に鑑み，本研究では Hirtenlehner et al.（2016）の実証モデル（Figure 1-2）を修

正し，暫定モデル（Figure 1-3）に下位概念を追加した仮説モデルの妥当性を検証する（Figure 

7-1）。この仮説モデルの変更点は以下の 4 点である。 

 第一の変更点は，最終的な従属変数である厳罰傾向についてである。同研究では，厳罰傾

向は単一の因子として想定されていた。しかし，研究 1 では，厳罰傾向は刑罰の厳罰化およ

び早期拡大化という 2 つの因子によって構成されることが示された。このことから，本研究

では，厳罰傾向を「犯罪者に対する刑罰を厳しくする」という厳罰化への支持のみならず，

「これまで犯罪とされていなかった行為を法的に取り締まる」という刑罰の早期拡大化へ

の支持から構成される変数として捉えることとする。 

 第二の変更点は，犯罪不安についてである。同研究では，犯罪不安は自分が犯罪の被害に

遭う不安である個人的犯罪不安のみが測定されていた。しかし，研究 2 では，刑罰の厳罰化

は社会的犯罪不安と関連する一方で，刑罰の早期拡大化は個人的犯罪不安と関連すること

が示された。また，身近な他者が犯罪の被害に遭うことへの不安である代理的犯罪不安は厳

罰傾向と有意な関連を示さなかった。これらのことから，本研究では，代理的犯罪不安は除

外した上で，犯罪不安の下位概念として個人的犯罪不安と社会的犯罪不安をモデルに含め

ることとする。 
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 第三の変更点は，アイデンティティの不安定性についてである。同研究では，後期近代化

に由来する変数として経済的不安のみがモデルに含まれていた。しかし，同研究および本論

文が依拠する後期近代論では，経済的不安のみならず，自らのアイデンティティの不安定性

も重要な概念として論じられていた。そして実際，研究 3 では，アイデンティティの不安定

性が刑罰の厳罰化および早期拡大化と有意に関連することが示された。これらのことから，

本研究では，アイデンティティの不安定性をモデルに含めることとする。 

この変数をモデルのどこに位置付けるかが問題となるが，本研究ではアイデンティティ

の不安定性は経済的不安と並んで後期近代化が進むことで生じた不安の現われとされてい

ることから，経済的不安と同じ水準に位置付け，経済的不安と並んで「後期近代的不安」と

いう上位概念を構成するものとして捉えることとする。なお，関連する変更として，
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Hirtenlehner et al.（2016）の実証モデルでは経済的不安から厳罰傾向に至るパスは有意な値

に達しなかったことから削除されているが，アイデンティティの不安定性を追加したこと

から，後期近代的不安から厳罰傾向に至るパスを設定する。 

 第四の変更点は，社会的支配志向性についてである。同研究では，権威主義的態度がモデ

ルに含まれていた。しかし，上で述べたように，権威主義的態度と厳罰傾向には概念的重複

があることからして，権威主義的態度によって厳罰傾向を説明することは過度に高い関連

を推定することにつながるという問題点があることを指摘した。そのため，権威主義的態度

と概念的には類似していながらもそのような問題点が生じない変数として，研究 5 では社

会的支配志向性を取り上げた。その結果，社会的支配志向性は，従来考えられていたように

1 因子構造ではなく，支配志向性と平等志向性からなる 2 因子構造と捉えた方が適合度は良

好となることが示された。また，厳罰傾向との関連も有意であった。これらのことから，本

研究では，社会的支配志向性を支配志向性と平等志向性からなる 2 因子構造と捉えた上で，

権威主義的態度に差し替えることとする。 

 なお，性別および年齢については，厳罰傾向と高い相関が見られていないという上述の示

唆から，Hirtenlehner et al.（2016）と同様に，モデルには含まないこととする。 

 

第 2 節 方法 

第 1 項 調査手続きと調査対象者 

ウェブ調査会社（Freeasy 社）を通じて同社の保有するモニター1,000 名に回答を依頼した。

調査は，2020 年 5 月に行われた。基本的な調査の手続きは，研究 2 および研究 5 と同様で

あるが，データの妥当性を高めるために以下 2 つの手続きを踏んだ。まず，サンプリングの

妥当性を確保するために，2020 年 4 月時点の人口推計（総務省, 2020）に依って 5 歳区切り

の年齢および性別に従ってサンプリングを行った。また，質問紙の中間に「この設問では，

『どちらかと言えばそう思わない』を選んでください」との項目を含め，「どちらかと言え

ばそう思わない」以外の選択肢を選んだ回答者（n = 238）を除外した。その結果，最終的な

回答者は 762 名（男性 341 名，女性 421 名，平均年齢 52.47 歳，SD = 18.16 歳）となった。 

 

第 2 項 調査内容 

質問紙には，厳罰傾向，犯罪不安，社会的支配志向性，アイデンティティの不安定性，経

済的不安，排外主義的態度を測定する尺度が含まれた。用いた尺度は，排外主義的態度を除



75 
 

いて，研究 1 から 5 で用いたものと同一である。 

排外主義的態度については研究 3（第 4 章）で用いた尺度の信頼性が低かったため，辻・

北村（2018）に差し替えた。この尺度は，「定住しようと思って日本に来る外国人」につい

て，「日本文化はこうした外国人によって徐々に損なわれてきている」や「そうした外国人

は，全体として日本の経済の役に立っている」（逆転項目）などを尋ねる 8 項目から構成さ

れていた。各項目に対して，「そう思わない」（1）から「そう思う」（5）の 5 件法での回答

を求めた。 

 

第 3 節 結果 

第 1 項 基礎的検討 

 まず，用いた変数の記述統計および相関を算出した（Table 7-1）。その結果，厳罰傾向は

社会的支配志向性の下位因子である SDO-E 以外のすべての変数と有意な相関を示した。 

 

第 2 項 モデルの検証 

 つづいて仮説モデルを検証するため，共分散構造分析によって仮説モデルの適合度と情

報量基準を算出した。その結果，各数値は CFI = .889, RMSEA = .048, BIC = 102707.800 で

あり，CFI の値が若干低かった。そのため，修正指標を参考に，「そうした外国人は，全

体としては日本の経済の役に立っている」と「そうした外国人は新しい考えや文化をも

たらし，日本の社会を良くしている」，および「そうした外国人が日本に合法的に移住

した場合は，日本人と同じ権利をもつべきだ」と「こうした外国人が日本に合法的に移

住した場合は，日本人と同じように、義務教育を受けられるほうがよい」という項目の

間に共分散を設定した43。その結果，適合度は良好な値（CFI = .900, RMSEA = .046）と

なり，情報量基準も改善した（BIC = 102461.174）。そのためこのモデルを最終的なモデ

ルとして採用した（Figure 7-2）。 

 このモデルに示される通り，経済的不安とアイデンティティの不安定性から構成され

 
43 これにより適合度が改善することに加え，前者の 2 項目はともに逆転項目であり，後者

の 2 項目は外国人に対して市民的権利を与えることを支持する項目であるという点で形式

的・概念的にも類似した項目であるため，これらの項目間に共分散を設定することは妥当で

あると思われる。 



 

1 厳罰傾向

2 刑罰の厳罰化 .905 **

3 刑罰の早期拡大化 .891 ** .613 **

4 犯罪不安 .457 ** .417 ** .403 **

5 社会的犯罪不安 .497 ** .476 ** .416 ** .900 **

6 個人的犯罪不安 .351 ** .303 ** .329 ** .929 ** .675 **

7 排外主義的態度 .368 ** .372 ** .287 ** .248 ** .243 ** .213 **

8 社会的支配志向性 .183 ** .176 ** .152 ** .030 .006 .046 .332 **

9 SDO-D .303 ** .281 ** .262 ** .207 ** .168 ** .208 ** .318 ** .775 **

10 SDO-E .005 -.005 .014 .149 ** .149 ** .125 ** -.210 ** -.804 ** -.248 **

11 不安 .265 ** .245 ** .231 ** .468 ** .414 ** .440 ** .206 ** .059 .236 ** .132 **

12 経済的不安 .254 ** .255 ** .200 ** .424 ** .437 ** .347 ** .120 ** -.081 * .092 * .211 ** .789 **

13 アイデンティティ不安 .156 ** .122 ** .158 ** .300 ** .201 ** .337 ** .202 ** .178 ** .280 ** -.011 .765 ** .207 **

14 年齢 .010 .037 -.020 -.063 + .005 -.111 ** -.042 -.212 ** -.235 ** .104 ** -.322 ** -.085 * -.423 **

15 性別
a -.074 * -.027 -.108 ** -.161 ** -.167 ** -.131 ** .031 .050 .032 -.047 -.045 -.148 ** .083 * -.078 *

a 
女性=0, 男性=1。**p  < .01, *p  < .05。

.91 　―

Table 7-1

.81 .85 .81 .88 .88 .88

0.69 0.66 18.16

α .93 .93 .91

0.52

3.11

.90 .89 .92

0.88 0.62

3.79 4.68

SD 0.88 1.02 0.95 0.75 0.66 0.81 0.870.75

3.64 3.22 2.82 3.55

14

4.03 2.19 52.47M 3.91 4.29 3.54 3.43

使用変数の相関係数，平均値，標準偏差，Cronbachのα係数

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13
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る後期近代的不安は，社会的支配志向性（β = .20, p < .01）および排外主義的態度（β = .26, 

p < .01）の両変数と関連していた。また，後期近代的不安によって強められた社会的支

配志向性は排外主義的態度（β = .44, p < .01）とも関連していた。さらに，後期近代的不

安は犯罪不安と強く関連していた（β = .83, p < .01）。しかし，後期近代的不安から厳罰

傾向に至るパスの標準誤差が大きかったことに起因して（S.E. = .25），厳罰傾向との関

連は有意とはならなかった（β = -.24, p = .18）。犯罪不安と排外主義的態度の関連は有意

傾向であった（β = .09, p = 07）。最後に，厳罰傾向は，犯罪不安（β = .72, p < .01)，排外

主義的態度（β = .24, p < .01），社会的支配志向性（β = .17, p < .01）と有意な関連を示し

た。 
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第 3 項 間接・総合効果の検討 

 最後に，厳罰傾向に対する犯罪不安，排外主義的態度，社会的支配志向性，後期近代的不

安の間接・総合効果をブートストラップ法（サンプリング回数: 10,000 回）によって検討し

た。Figure 7-2 で示したように，厳罰傾向に対する後期近代的不安の直接効果は有意でなか

ったが（β = -.24, p = .18），Table 7-2 に示されるように他の変数を経由した間接効果は最も大

きな値を示した（β = .42, 95% CI [.45, .77]）。排外主義的態度と社会的支配志向性の総合効果

も有意であったが（排外主義的態度: β = .30, 95% CI [.22, .51]; 社会的支配志向性: β = .20, 95% 

CI [.09, .47]，それらの間接効果は後期近代的不安のそれより小さく，有意とはならなかった

（排外主義的態度: β = .06, 95% CI [-.01, .17]; 社会的支配志向性: β =.03 , 95% CI [-.01, .09]）。 

 

第 4 節 小括 

第 1 項 モデル全体について 

 本研究では，後期近代論の理論的枠組みに従ってモデルを作成した Hirtenlehner et al.（2016）

に依拠してモデルを作成しその妥当性を検証した。その結果，モデルの適合度は良好である

ことが示され，モデルは概して支持されたといえる。 

 

第 2 項 個別のパスについて 

1．仮説モデルと異なる結果が得られたパスについて 

 仮説モデルで想定されたパスのうち有意とならなかったパスは，（1）後期近代的不安から

厳罰傾向に至るパス，および（2）排外主義的態度から犯罪不安に至るパスである。まず後

期近代的不安から厳罰傾向に至るパスについて述べる。上述の Young（1999 青木他訳 2007）

では，後期近代化に起因する不安は必ずしも直接厳罰化につながるのではなく，外集団への

不寛容性を媒介した上で厳罰化につながることが論じられていた。また Hirtenlehner et al.

S.E. B 95% CI S.E. B 95% CI β S.E. B 95% CI

犯罪不安 .72 ** .08 .51 [.27, .75] .72 ** .08 .51 [.27, .75]

排外主義的態度 .24 ** .07 .29 [.15, .42] .06 .05 .08 [-.01, .17] .30 ** .08 .36 [.22, .51]

社会的支配志向性 .17 ** .09 .24 [.06, .42] .03 .02 .04 [-.01, .09] .20 ** .10 .28 [.09, .47]

後期近代的不安 -.24 .25 -.34 [-.84, .15] .65 ** .23 .95 [.50, 1.40] .42 ** .08 .61 [.45, .77]
a
効果が設定されていなかったことを示す。**p  < .01。

―
a

Table 7-2

厳罰傾向に対する各変数の直接・間接・総合効果

厳罰傾向に対する効果

直接 間接 総合

β β
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（2016）でも，経済的不安と厳罰傾向の直接のパスは有意でなかった。本研究では，経済的

不安だけでなく，アイデンティティの不安定性も含めて後期近代的不安と概念化しモデル

に含めたことから，後期近代的不安から厳罰傾向に直接至るパスを設定したが，このパスは

有意とはならなかった。 

次に（2）排外主義的態度から犯罪不安に至るパスについて述べる。Hirtenlehner et al.（2016）

においては，排外主義的態度から犯罪不安に至るパスについては強い関連（β = .49）が示さ

れていた。それに対し，用いられた変数が異なるため直接的な比較は不可能ではあるが，本

研究ではそのパス係数は β = .09 と弱いものであり，有意傾向にとどまった。 

先行研究と本研究でこのような相違が生じた理由としては，移民に関する社会的状況の

相違が考えられる。つまり，先行研究が調査を行った西欧（オーストリア）では長らく移民

の増加が社会的議論の対象とされており（e.g., Murray, 2017 町田訳 2018），移民の数が日本

より多く，その顕在性も日本と比べて大きい。それに対して日本においては，外国人に対す

る受け入れをいわゆる「高度な人材」のみに限定する「90 年体制」が採られており（駒井, 

2018），外国人の数およびその顕在性は西欧に比して小さい。このような相違に起因して，

外国人を犯罪と結びつけるような意識が日本においてはそれほど強くはなく，結果として

このパスは有意傾向にとどまったのではないかと推測される。 

しかし日本において入管法が近年改正され，入国の制限が緩和された（浅川, 2019）。これ

によって今後日本を訪れる外国人の数は増えることが予想される。また，上記の結果からす

ればその影響力は比較的小さいと考えられるものの，外国人を犯罪者とみなすような言説

あるいは慣行が日本にも存在することは多くの研究者によって指摘されている（外国人差

別ウォッチ・ネットワーク, 2004, 2008; 五十嵐・永吉 2019; 岡本, 2013; 高谷, 2019）。今後

そのような言説が強まれば排外主義的態度と厳罰傾向の関連はより強くなることが予想さ

れる。今後は社会の変化に応じて再度調査を行い，本研究の結果と比較することが有益であ

ろう。 

 

2．Hirtenlehner et al.（2016）と大きく異なる結果が得られたパスについて 

 仮説とは一致していたものの Hirtenlehner et al.（2016）と大きく異なる結果が得られたパ

スは，（1）犯罪不安から厳罰傾向に至るパス，（2）後期近代的不安から犯罪不安に至るパス，

（3）排外主義的態度から犯罪不安に至るパスである。このうち（3）は既に上で触れたため，

（1）と（2）について触れる。 
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 まず，（1）犯罪不安から厳罰傾向に至るパスについて，Hirtenlehner et al.（2016）では，犯

罪不安と厳罰傾向の間のパス係数は β = .27 であった。これに対し本研究でのパス係数は β 

= .73 と非常に高い値を示した。 

このような結果の相違は，用いている尺度の性質に起因すると考えられる。すなわち，

Hirtenlehner et al.（2016）では，犯罪不安については個人的な水準での犯罪不安のみが取り

上げられ，厳罰傾向については本論文でいう刑罰の厳罰化のみが検討されていた。これに対

して本研究では，犯罪不安を個人的犯罪不安から社会的犯罪不安という 2 下位因子から，厳

罰傾向を刑罰の厳罰化と刑罰の早期拡大化という 2 下位因子からより複合的に捉えた。こ

のような相違の結果，Hirtenlehner et al.（2016）よりも高い値が検出されたのではないかと

推測される。 

次に（2）後期近代的不安から犯罪不安について述べると，Hirtenlehner et al.（2016）では，

経済的不安と犯罪不安の間のパス係数は β = .31 であった。これに対して本研究で後期近代

的不安と犯罪不安の間のパス係数は β = .83 と非常に強い関連を示した。 

 本研究では，Hirtenlehner et al.（2016）と異なり，経済的不安に加えてアイデンティティ

の不安定性を加え，これらから構成される後期近代的不安を用いている。このような操作の

結果，Hirtenlehner et al.（2016）と比べてより広い範囲の「不安」が後期近代的不安という変

数に含まれ変数自体が抽象化したことで，同じく「不安」である犯罪不安との区別が曖昧に

なり，結果として関連が非常に強くなったのではないかと考えられる。 
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第 8 章 総括 

 

 以上，本論文では，厳罰傾向を規定する要因をモデル化することを目的として，後期近代

論およびそれを実証した Hirtenlehner et al.（2016）に依拠しつつ調査を行った。本章では得

られた結果を考察し，本論文全体の結論を述べる（第 1 節）。第 2 節では本論文から得られ

る意義について，第 3 節では本研究の限界と今後の研究の方向性を論じる。 

 

第 1 節 得られた結果の考察 

第 1 項 研究全体について 

本研究では，研究 1 で厳罰傾向を測定する尺度を作成し，研究 2 から研究 5 で厳罰傾向

と個別の変数の関連を検討した。その結果，研究 2 から研究 5 では，それぞれの研究で目的

とした変数（犯罪不安，経済的不安，排外主義的態度，アイデンティティの不安定性，社会

的支配志向性）は厳罰傾向と有意な関連を示した。 

また，これらの研究で得られた知見および明らかになった課題を反映した上で，研究 6 で

は最終的なモデルを作成した。その結果，モデル全体の適合度は良好であった。さらに，モ

デルに含まれる個別のパスについてみると，経済的不安とアイデンティティの不安定性か

ら構成される後期近代的不安およびそれによって強められる社会的支配志向性は排外主義

的態度を強め，犯罪不安も同様に後期近代的不安によって強められることが示された。また

厳罰傾向は，このようにして強められた社会的支配志向性，排外主義的態度，犯罪不安によ

って強められることも示された（Figure 7-2）。 

 本論文が準拠した Hirtenlehner et al.（2016）では，不安定な社会状況に置かれた人々が自

らの経済的状況やアイデンティティの不安定さに対する不安を補償するべく社会の周縁に

存在する集団に対する不寛容性を強め，そのような不寛容性が犯罪者に向けられた結果と

して厳罰傾向が強まることが想定されていた。研究 6 では，このような想定を置くモデルと

大部分一致する結果が得られた。このことから，不安定化した自らの生活条件のスケープゴ

ートとして外国人や犯罪者が選ばれ，その結果として厳罰傾向が強められるという心理的

メカニズムは，このモデルが直接の対象としていた西欧各国と大きく異なる社会状況を持

つ日本においても一定程度の妥当性を持つものと考えられる。 
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第 2 項 個別の変数について 

 次にモデルに含まれる個別の変数について見ると，犯罪不安，排外主義的態度，社会的支

配志向性は個別に検討した場合でも（研究 2 から 5），モデルに含め他変数を投入した上で

も（研究 6），厳罰傾向と有意な関連を示した。これらの結果から，犯罪不安，排外主義的

態度，社会的支配志向性は厳罰傾向を規定する重要な変数であることが示唆された。 

 他方で，本研究で経済的不安とアイデンティティの不安から成る変数として新たにモデ

ルに投入した後期近代的不安については，アイデンティティの不安定性と厳罰傾向は有意

な関連を示したものの（研究 4），モデルに含め他変数を投入した場合には，厳罰傾向とは

直接の関連を示さなかった（研究 6）。とはいえ，これは後期近代的不安が厳罰傾向にとっ

て重要でないことを意味するのではない。Table 7-3 で示されたように，犯罪不安，社会的支

配志向性，排外主義的態度を経由した後期近代的不安の厳罰傾向に対する総合効果は有意

であり，社会的支配志向性および排外主義的態度の総合効果をも上回っていた。この結果か

らすれば，後期近代的不安は厳罰傾向を規定する上で間接的ではあるにしても重要な役割

を果たすものと考えられる。 

 

第 3 項 本論文全体の結論 

 以上，本研究では，厳罰傾向の個人差を説明する要因として，犯罪不安や後期近代的不安

などの変数に着目し分析を行ってきた。その結果をまとめて本論文全体の結論を述べると

以下の通りとなる。すなわち，厳罰傾向の最も重要な規定要因は犯罪不安である。しかし他

方で，犯罪不安を規定する後期近代的不安や，同じく後期近代的不安によって強められる社

会的支配志向性や排外主義的態度も厳罰傾向を規定する上で重要な役割を果たす。したが

って，厳罰傾向を理解する上では犯罪不安のみに着目するのは不十分であり，社会的支配志

向性や排外主義的態度，そして何よりもまずそれらを規定する後期近代的不安にも注意を

払う必要がある。 

 

第 2 節 本論文の意義 

上記の結論から得られる本論文の意義ないし示唆としては，道具的な変数と象徴的な変

数の関連を既存の研究以上に精緻化したことが挙げられる。厳罰傾向の規定要因を整理す

る枠組みとして，従来はその規定要因を，犯罪不安や犯罪リスク知覚などの犯罪の低減を目

的とする道具的な変数と，権威主義などのより幅広い社会的態度を含む象徴的な変数に分
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ける議論（Tyler & Weber, 1982; Tyler & Boeckmann, 1997）が支持を集めていた（e.g., Gerber 

& Jackson, 2016; King & Maruna, 2009）。この議論では，道具的な変数よりも象徴的な変数が

重要であると主張され，この枠組みに沿って日本で行われた研究でも，犯罪不安ではなく象

徴的な変数（社会観やモラル低下懸念など）が厳罰傾向のより重要な規定要因であるとされ

ていた（松原英世, 2009, 2017）。 

しかし，本論文で提示したモデルでは，象徴的な変数（社会的支配志向性，排外主義的態

度，後期近代的不安）のみならず道具的な変数（犯罪不安）も厳罰傾向を有意に規定するこ

とが示された。また，犯罪不安という道具的な変数は，排外主義的態度との関連は有意傾向

に留まるものの，後期近代的不安によって有意に規定されることも示された。 

以上のように，本研究のモデルは，これまで二者択一的に捉えられてきた道具的な変数と

象徴的な変数を 1 つのモデルに統合し，その両者が相互に関わり合いながら厳罰傾向と関

連するメカニズムを精緻化したという点で意義を有すると考えられる。 

 

第 3 節 本研究の限界と今後の方向性 

 以上の意義が認められるとはいえ，本論文にはいくつかの限界があり，今後もさらなる検

討が必要である。そのような検討の方向性としては以下のものが考えられる。第一の方向性

は，理論との接続である。本論文では，後期近代論を理論的背景とした Hirtenlehner et al.（2016）

のモデルを参照しつつ，厳罰傾向の個人差を説明するモデルを提案することを目的として

調査を行い，一定程度の妥当性を有するモデルを作成した。この結果は，後期近代論が個人

レベルの厳罰傾向の個人差を説明するモデルの理論的枠組みとしても一定程度有用である

可能性があることを示唆していると考えられるが，本論文で妥当なモデルが作成されたこ

とをもって直ちに後期近代論が妥当であるということにはならない。すなわち，後期近代論

が想定するような，社会構造の変化が市民の態度ないし意識の変化に結びついているとい

う想定は本研究では検証できていない。この点は異なる社会構造を有する社会間での比較

調査や，社会構造の変化の前後での縦断的な調査を行う必要がある。 

第二の方向性は，モデルの拡張である。たとえば，本論文が依拠した後期近代論と密接に

関連する刑罰ポピュリズム論（e.g., Bottoms, 1995; Pratt, 2007）では，犯罪被害者をはじめと

する一般市民の発言権が刑事司法において増大し，それに伴って刑事司法への信頼が低下

したことが厳罰化の引き金となったことが論じられる。このような議論を背景に刑事司法

への信頼と厳罰傾向の関連を検討した研究は多く存在する（Costelloe et al., 2002; 向井・藤
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野, 2020a; Ramirez, 2013; Sööt, 2013; Tyler & Boeckmann, 1997; Unnever & Cullen, 2010）。そし

て，このような対象となる機関や行為者への信頼は，問題となっている事柄についての関心

の程度によって異なることが示されている（向井・藤野 , 2020a; Mukai, Nozawa, Ohta, 

Miyagawa, & Nakagawa, in press; 中谷内・Cvetokovich, 2008）。これらのことからすれば，刑

事司法機関への信頼や犯罪ないし刑罰についての関心によって，厳罰傾向の程度およびそ

の規定要因も異なることが考えられる。 

また，後期近代と関連する変数としても，若年者のモラル低下への懸念である「世代間不

安」（King & Maruna, 2009）や，「地域の変化への懸念」および「集合的効力感への懸念」

（Gerber & Jackson, 2016）といった変数を含める研究が行われている。また，Hirtenlehner & 

Farrall（2012）は，「近代化に伴う不安（Modernisierungsängste）」として，犯罪不安や経済的

不安と並んで，より全般的な不安を検討している44。本研究では，後期近代的不安として経

済的不安とアイデンティティの不安定性を取り上げたが，世代間不安や地域の変化への懸

念などの変数を追加することもあり得るであろう。さらに，従属変数についても第 2 章（研

究 1）では治療傾向を測定する尺度も作成したが，本論文ではその規定要因については全く

検討していない。今後はこのような変数を含めて，さらにモデルを拡張ないし修正していく

ことが有益であろう。関連して，犯罪不安の下位概念についても今後検討の余地がある。す

なわち，本研究では先行研究に従い，社会的犯罪不安，個人的犯罪不安，代理的犯罪不安と

いう下位概念を想定し，社会的犯罪不安および個人的犯罪不安をモデルに含めたが，これら

の概念には高い相関が見られた。このような高い相関は，下位概念間の弁別が適当に行われ

ていない可能性を示唆しているとも捉えられる。今後もより適切な概念化に向けて検討を

進めていく必要があろう。 

 第三に，本研究では，個別の犯罪ないし犯罪者に対する量刑判断ではなく，より一般的な

水準での厳罰傾向を検討した。これは量刑判断研究が日本でも広く行われているのに対し，

厳罰傾向に関する研究はほとんど存在しないという理由に基づくものであるが，量刑判断

においても本論文で検討したような後期近代的論的な枠組みが妥当するかはいまだ検証さ

れていない。犯罪類型ごとに求められる量刑判断の程度および判断過程が異なることはこ

 
44 全般的な不安の具体的な内容としては，「孤独になること」や「たくさんの友人や知人を

失うこと」，「重病にかかること」などについてどの程度不安を感じるかを尋ねた項目が用い

られている。 
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れまでの研究で繰り返し指摘されている（Koppel, Fondacaro, & Na, 2018; Robinson & Kurzban, 

2007）45。これらの結果を考慮に入れれば，本研究の結果がすべての犯罪ないし犯罪者に妥

当するのか，それとも特定の類型の犯罪ないし犯罪者のみに妥当するのかを検証し，本モデ

ルの一般化可能性の限界を把握することは有益な研究の方向性であろう。 

 第四に，サンプリングの問題がある。本研究では学生を対象とした便宜的サンプリングお

よびウェブ調査会社によるオンライン調査を行った。しかし，これらのサンプルないしサン

プリングの代表性ないし妥当性にも議論がありうる。今後は，第一・第二の方向性と合わせ

て，本研究で得られた知見の頑健性も検証される必要があろう。 

  

 
45 日本においても，綿村他（2010）は，強盗事件と横領事件では量刑判断のプロセスが若干

異なること，向井・西川（2018），西川・向井（2019），西川・向井・松木（2020），松木・

西川・向井（2020）は著作権侵害事件（違法ダウンロード・アップロード）とそれ以外の罪

種では当該侵害行為に対して求められる取締りや刑罰の程度が異なる可能性を示唆してい

る。また，松原・松澤（2019）は，一般的に厳罰を支持するかと尋ねられた場合と個別の罪

種についての量刑判断を求められた場合には回答の傾向が異なることを示唆している。 
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